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【概要】
本稿のテーマは、「自己創設無形資産と人間資産の会計」である。大きく「自己創設無
形資産」と「人間資産」という二つの経済資源のオンバランス化の検討を行うことで、現
在の会計基準がどのような経済事象を捉えているのかを明確にし、投資家の意思決定有用
性を高めるためにはどのような経済事象をどのような方法で認識していけばいいかを考え
たい。その共通点であるコストアプローチでの検討を徹底することで、現在の企業会計の
枠組みでのオンバランスの可能性を検討した。
（1）研究の背景
昨今、製品間の技術的な差異もさることながら、製造業を支えているものは、ブランドや
サービスといった目に見えない経済的な価値であると言われることがある。その潮流の中
で知的財産を有効に利用しようとする知的経営が行われ、以前よりもノウハウやその中で
働く人に企業価値が存在していると考えられている。自己創設無形資産と人間資産は、ど
ちらも企業の中で生産要素として扱われているにもかかわらず、財務諸表に計上されるこ
とはない。企業経営に変化がある中、財務諸表は、投資家にとって有用な情報を与えてい
るのであろうか。
（2）具体的な検討方法
本稿の具体的な検討方法としては、その会計処理が現在の企業会計の最上位の目的である
「投資の意思決定有用性」に適っているかを確かめるため、まずは、第２章において企業
価値評価についてまとめた。残余利益モデルの有用性にふれつつ、ファイナンスの基礎知
識を確認し、企業価値評価と会計処理との関連性を考察した。
第３章においては、第２章の意思決定有用性の観点を踏まえ、人間資産にも通じる支出先
行型の費用である自己創設無形資産のオンバランスについての検討を行う。主に IAS 第 38
号にある開発費資産計上の６要件をもとに、資産のオンバランス基準について考察を行っ
た。
第４章では、人間資産を、その負債性から認識する将来的支出型の人間資産のオンバラン
スについての検討を行う。資産の定義の充足だけでなく、その反対勘定として認識される
負債側からのアプローチも必要であり、退職給付会計での予測計算やリース会計の使用権
モデルといった会計処理の中での人間資産の検討や、相互間の理論的な整合性を確認した。
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（3）本稿での結論
結論としては、まず、自己創設無形資産は、即時費用処理と比して利益平準化のメリット
があり、開発費の６要件に照らして考えれば、一般的な資産の定義を充足していると考え
られたため、資産として計上することが妥当であると判断した。ただし、ASBJ レポート
「社内発生開発費の IFRS のもとにおける開示の実態調査」を見てみると、資産の要件で
ある「経済的便益の蓋然性」についての共通の理解がはかられていないように見て取れる。
財務諸表の比較可能性を保つためにも、オンバランス基準の理解を深める必要があり、ま
たオンバランスに関して恣意性を介入しないためにも開発費資産計上の６要件のようなオ
ンバランス基準の充実が求められている。
次に、人間資産は、現在の会計基準上、財務諸表構成要素の観点、会計処理の観点のい
ずれにおいても、問題を抱えており、オンバランスさせるべきではないと考えられる。ま
た、有価証券報告書での従業員の状況で、金額的な開示はなされており、投資家に誤解を
与える可能性をかんがみて、注記もしないという結論に至った。
企業価値評価に影響を及ぼす格付けの観点からも検討を試みたが、すでに、そのリスクは
ある程度加味されていることが考えられる。その意思決定上のメリットよりも、財務諸表
の構成要素としての定義を満たさない点や、ヒトという性質により、現在行われている会
計処理をそのまま適用できないといった理論的な問題の重要性を考慮し、このような判断
が導かれた。
特に、自由意思で退職できる点や、企業が解雇できるといった雇用の性質から支払義務で
ある負債の定義には合致しないと考えた。負債性の問題では、特に、対価の確定・未確定
の要素が、財務諸表上の取扱いに影響を及ぼすことが理解できた。
また、リース会計で検討が行われている使用権モデルの検討を行い、その理論的な問題を
確認した。現在検討されている使用権モデルでは、負債の計上範囲を拡大している点で、
理論的な矛盾を抱えていることが確認できた。
角田[2010]の想定するシチュエーションのように、人的資源において実質的に解約不能な
有限期間の取引が行われている場合には、会計処理の対象となってくることが予想される。
また、今後、雇用形態の変化や新たなビジネスが興ることにより、財務諸表上、人的資源
の重要性が認められ資産の計上する範囲が拡大した場合、加藤[2006]の想定する人的資源
のアウトソーシングといったシチュエーションの中で、オンバランスが認められることも
考えられる。
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今後の企業経営では、製品そのものではなく、他の製品にない技術や機能といった差別化
によってその付加価値が決まってくる。その差別化を可能にするものが、研究開発である。
またサービスといったソフト産業が増え、ヒトという経済資源の重要性は高まってくるの
と考えられる。その経済事象を適切な形で投資家に映し出す鏡が財務諸表である。
会計基準の目的である、投資家の意思決定に有用な情報の開示することが、会計の存在
意義である。今後も引き続き変化していく企業活動や経済事象を反映していくものとなる
ため、会計基準や財務諸表の構成要素について検討を行っていくことが必要であると考え
る。
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第１章 研究の背景
第１節 研究の背景
昨今、製品間の技術的な差異もさることながら、製造業を支えているものは、ブランドや
サービスといった目に見えない経済的な価値であると言われることがある。その潮流の中
で知的経営(ナレッジ・マネジメント)という知的財産を有効に利用しようとする経営が行
われ、以前よりもノウハウやその中で働く人に企業価値が存在していると考えられている。
特にＩＴ企業やベンチャー企業では、財務諸表における簿価と株主の期待を含んだ株価の
総額（時価総額）との差異が大きくなっている。財務諸表は、投資家にとって有用な情報
を与えているのであろうか。
こういった現状を踏まえた上で、この問題の共通の要素である自己創設無形資産につい
て考察を進めながら無形資産の重要性を確認しつつ、国際会計基準（IFRS）を比較する事
で、無形資産のあるべき姿を考察したい。
さらに知的経営の要である人間資産の会計について検討し、財務諸表の性質や会計報告
に求められている要素について再確認する事によって、自分自身の会計観を構築したい。
第２節 研究の趣旨
大きく「自己創設無形資産」と「人間資産」という二つの経済資源のオンバランス化の
検討を行うことで、現在の会計基準がどのような経済事象を捉えているのかを明確にし、
投資家の意思決定有用性を高めるためにはどのような経済事象をどのような方法で認識し
ていけばいいかを考えたい。
具体的には IAS38 号やリース会計で現在検討されている公開草案(ED)をもとに検討を
行うが、その際には、意思決定有用性だけでなくトレードオフの関係になりやすい内的整
合性である会計理論上の問題にも触れたいと思う。意思決定有用性と内的整合性を担保し
た新しい基準のあり方を考えたい。
第２章 企業価値評価の基礎
第１節 基礎概念の整理
第１項 企業評価の基礎をまとめるにあたって
現在の会計基準では、投資家の意思決定有用性がその設定の目的となり、新たな会計基
準の設定の際の最上位の判断基準とも言える。その意思決定有用性を図るツールのひとつ
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として「企業価値評価」についてまとめたい。この研究では内的整合性だけでなく、どの
ような会計情報が投資家の意思決定有用性につながるのかといった見当も行う必要がある
と考えている。第３章で登場する自己創設無形資産と第４章で登場する人間資産、リース
会計における使用権モデルについてこの考察を行いたい。そのための基礎をまずこの第２
章で記述することにする。
第２項 株主価値の算定
企業評価をする上で根幹となるものは株主価値の算定であると考えられる。株主価値の
算定が企業価値評価の根幹にあるかという問いに対してはT.コープランド[2001]に記述が
ある。以下に抜粋を示したい。
「企業にとって株主は、他のステークホルダーの利益と自己の利益を同時に最大化しよ
うとする唯一の存在である。」（P.20）
「企業の労働資源および資本資源の管理に関して、最も強いインセンティブを感じるの
は株主である。彼らは他社との競争に打ち勝ち、長期的に成功することを強く願う。彼ら
の行動は従業員ならびに負債提供者との契約に制約される。しかし、これらの制約を所与
のものとして、株主は希少な資源を組織化してコントロールする権利が、他の請求権者か
ら与えられる。彼らは自己の請求権の最大化(制約はあるが)についての強いインセンティ
ブを有し、そのために完全な情報を利用する必要がある。(中略)
株主(あるいはその代理人たる経営者)が自己の請求権最大化のために完全な情報を活
用し、意思決定に関する権限を利用することで、すべての請求権者が便益を受けるのであ
る。」(P.26)
株主は最大のリスクテイカーであり、営業活動から獲得される売上から従業員給与、金
利利息、税金といった費用を除いた利益から、配当やキャピタルゲインを得る。よって株
主にとっての価値を高めることで、他の全員の便益を確保することができるのである。
また株主資本は投資家の財産であるため、投資家の一番の関心であるといえる。株主価
値の重要性を確認したうえで株主価値を示す基本モデルを見ていきたい。秋葉[2011]を参
考にそれぞれのモデルについてまとめてみた。
① 割引配当モデル（DDM）
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式：P = ୢభ(ଵା୰) + ୢమ(ଵା୰)మ + ୢయ(ଵା୰)య + ୢర(ଵା୰)ర + ୢఱ(ଵା୰)మ+⋯+ ୢ౮(ଵା୰)౮
d=配当 r=資本コスト
一般的に、資産の価値は、そこから生み出される将来キャッシュフローの現在価値で
ある。その場合、将来得られる正味キャッシュフローを割引率で除することで、現在の
価値に割り引いて求める。同様に考え、株式の価値は、株主が配当として受け取る将来
キャッシュフローの現在価値となる。
② 割引キャッシュフローモデル（DCFM）
式：P = ୊େ୊భ(ଵା୰) + ୊େ୊మ(ଵା୰)మ + ୊େ୊య(ଵା୰)య + ୊େ୊ర(ଵା୰)ర + ୊େ୊ఱ(ଵା୰)మ+⋯+ ୊େ୊౮(ଵା୰)౮
FCF=フリーキャッシュフロー r=加重平均資本コスト（WACC）
ここで割引配当モデルの分母の範囲を広げ、株主と債権者に広げて考える。株主が受け
取る配当を内部留保も含めた株主へ帰属するフリーキャッシュフローに置き換えても、将
来の配当を、分配せずに企業に留保した分が資本コストで運用されるものと考えれば、株
主にとっての価値は等しくなる。これは、配当割引モデルの弱点である利益の内部留保に
よる評価の困難性を補ったものだといえる。
③ 残余利益モデル（RIM）
式：V୉ = BV + ୖ୉തതതതభ(ଵା୰)భ + ୖ୉തതതതమ(ଵା୰)మ + ୖ୉തതതതయ(ଵା୰)య + ୖ୉തതതതర(ଵା୰)ర+⋯+ ୖ୉തതതത౮(ଵା୰)౮
RE=正味残余利益 r=株主資本に係る資本コスト
割引配当モデルをクリーン・サープラス関係（期末株主資本＝期首株主資本－配当＋利
益）により変形して求められるものが残余利益モデル（RIM）である。左右にある計算要素
を、移項し変形したものであるため、同一の仮定の下では、いずれのモデルを用いて推定
しても、理論上は同様の結果が得られる。これらは、いずれもフロー情報を企業価値推定
のためのインプット要素としたモデルである。
大田[2004],P.33に残余利益モデルの特徴についてまとめてあるので確認する。
「残余利益モデルに基づく財務比率分析の特徴は大きく三つある。第一に、残余利益モ
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デルの導出にはクリーン・サープラス関係の成立が必要であるので、分析には包括利益1が
用いられる。第二に、価値を創造するのは企業の営業活動であり、財務活動は正味現在価
値がゼロの活動であるという、モジリアーニ＝ミラー理論的な発想に従って、企業の営業
活動と財務活動を明確に区分している。
第三に、残余利益モデルには将来残余利益の予想が必要である。そこで、現在の財務比
率は将来の財務比率の予測に役立つものでなければならないという観点から、利益構成要
素の持続性を考慮している。」
④ 株主資本倍率
式： V୉ = BV × ୖ୓୉୰
ROE=株主資本利益率 r=株主資本に係る資本コスト
株主資本倍率は、会計上の株主資本の金額に対し何らかの係数を乗じることにより、適
正な企業価値を算定するものである。このため、一見、ストック情報を企業価値の推定の
ためのインプット要素としたモデルとしたモデルのようにみえる。しかし、株主資本倍率
において、適正な企業価値を算定するためにストック情報である株主資本の金額に対する
乗数は、単なる経験則によるものではなく、フロー情報をインプット要素とした上述した
モデルと同様に、将来の期待利益に基づいて算定されるものと考えられる。株主資本利益
率の分子は利益であり、フロー情報が含まれていることが上記の式よりも理解できるだろ
う。
⑤ 企業全体の価値評価モデル(EV)
式：V = BV + ୒୓୔୅୘భ(ଵା୰)భ + ୒୓୔୅୘మ(ଵା୰)మ + ୒୓୔୅୘య(ଵା୰)య + ୒୓୔୅୘ర(ଵା୰)ర + ୒୓୔୅୘౮(ଵା୰)౮V୉ = V −ネット有利子負債
r=加重平均資本コスト（WACC）
考え方は残余利益モデル(RIM)と同様であり、違いは利益を企業全体が生み出す税引後事
業利益（NOPAT）に変え、それに対応した資本コストである加重平均資本コスト（WACC）を
1 日本では、クリーン・サープラス関係が 2 つ存在しているため、当期純利益を用いてよいと
考えられる。
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使用しているだけである。総資本に係る将来の期待利益（これはNOPATを指す）から正常利
益（期首総資本に加重平均資本にコスト（WACC）を乗じたもの）を引くことで将来の残余
利益を推定し、現在価値に割り引くことで自己創設のれんを算定する。総資産の帳簿価額
と自己創設のれんを足し合わせることで、企業価値を推定することができる。推定したい
のは株主資本であるので、算出された企業全体の価値からネット有利子負債部分を差し引
くことで株主資本の価値(株主価値)を求めることができる。
第３項 企業価値評価モデルの優劣
株主価値の評価をするうえで、インプット情報としての利益やキャッシュフローが完全
に予測できたり、利益率や成長率を一定とする仮定を置いたりする場合、どのモデルでの
株主価値の算定も同様になる2が、実際には、不確定要素が多く同様の結果は生まれない。
よって企業価値評価モデルとしての優越がつくことになる。
前項で紹介した配当割引モデルとDCFMモデルは、次の３つの問題点を共有している。
① モデルの適用が不可能または無意味なケースが存在すること
② モデルが必要とする将来データの予測が困難であること
③ 予測対象期間を限定した場合のターミナル価値への依存度が相対的に大きいこと
①に関して言えば、配当が内部留保される場合に配当割引モデルは、機能しない場合が
あり、またDCFMモデルでは前述した投資によるキャッシュフローの変動の影響を受けてし
まうため、企業価値を算定することが困難である。また②、③に関しては、配当割引モデ
ルやDCFMモデルにおいて不確実な要素が大きく困難であることが、一般的に言われている。
これに対し残余利益モデルでは、これらの問題点が大きく緩和されていると考えられる。
まず①に関しては、残余利益モデルは利益がゼロやマイナスであっても、問題なく妥当性
を発揮すると考えられるため、モデルの適用が不可能または無意味なケースは、見当たら
ない。
また残余利益モデルが必要とする将来期間の利益の予測は、発生主義会計に基づいて算
定され、配当やキャッシュフローに比べて、変動性（ボラティリティ）が低くなりはるか
に信頼性が高くなるであろうと考えられる。キャッシュは、新規投資や固定資産の購入に
2 その同等性についての計算例については、桜井[2008]P.186~190、秋葉[2011]P.77 を参照せ
よ。
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よって変動が激しい。裏を返していえば、変動性が高く、予測することが困難だと言えよ
う。それよりは、企業活動の成果である利益を計算するほうが、減価償却などに代表され
る費用配分計算によって平準化しており、予想が容易である。その点で残余利益モデルは
有用であると言える。
逆に利益概念は会計理論のもとに調整されたものであり、当期純利益には営業活動以外
の利益や偶発的な損益も含まれるといった問題もある。そのため企業価値評価の際には利
益を選択することで本来の価値を構成しない要素を排除する必要がある。補足すると、過
去利益はそのまま使うわけではない。過去利益から将来利益を予測することで、ノイズを
排除していると考えられる。
さらに、予測対象期間を限定した場合のターミナル価値への依存度も、他のモデルに比
べて明らかに小さい。配当割引モデルのターミナル価値を予測するには、それより先の期
間の配当そのものを予測しなければならず、DCFMモデルのターミナル価値を予測する場合
にも、それより先の期間のフリーキャッシュフローそのものの予測が必要となる。しかし
残余利益モデルで必要とされるのは、それより先の期間の純利益の金額そのものではない。
必要なのは、自己資本額に資本コストを乗じて算定される投資家から要求される最低の利
益額を、純利益の金額から控除した残額を予測すれば足りる。つまり、予測を通じて計算
する対象が、配当やキャッシュフローに比べてはるかに小さく、したがって生じる可能性
のある予測誤差もその分だけ小さくなって、予測の信頼性が高まると考えられる。
前述（第２項 株主価値の算定 ③,P.6）の通り、３つのモデルのインプットがフロー情
報を前提としていて、原理的ないし数学的には同一のモデルであるとしても、発生主義利
益をインプットにしている点と予測の対象が少ない信頼性の高さから、モデルの実践可能
性の面で残余利益モデルが最も優位であると判断される（桜井[2008]参照）。
では、残余利益モデル（RIM）における企業価値評価で有用性を高めるには何に気をつ
ければいいか確認したい。RIMにおいて、将来の残余利益が一定率で成長すると仮定した場
合の株主価値は、株主資本に「将来に期待される利益による株主資本利益率/株主資本コス
ト」を掛け合わせたものになる。このことから考えて、株主資本にかけ合わせるべき株主
資本倍率は株主が要求する株主資本コストをどの程度上回る株主資本利益率（ROE）を将来
計上できるかによって決定される。ROEの分母である株主資本は与えられたものであり、将
来利益である分子をいかに予測するかがRIMの有用性につながる。
つまり残余利益モデル（RIM）において、株主資本の額に足し合わされる「株主資本に
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対する将来の残余利益の割引現在価値合計」は、過去における投資の成果を示す利益情報
に基づく予測であるため、企業価値評価をする上で重要となるのは、恒常性の高い過去利
益と言える（秋葉[2011],P.78参照）。
第３項 モデルの違いによる差異の有無
上述した企業評価モデルの説明を、まとめてみると、企業評価には、株主資本を直接求
める方法（配当割引モデル、残余利益モデル）と、企業全体の価値である総資本を求め、
ネットデットを差し引いて株主資本を求める方法（割引フリーキャッシュフローモデル、
エンタープライズバリューモデル）に区分できる。後者は、利益が企業全体から生み出さ
れるものになるために対応する分母は債権者を含む資本コスト（WACC）になるだけで、根
本的な考え方に差異はないと考えられる。まとめると以下の図のようになる。
図 1 企業価値評価モデルの分類
ストック情報
フロー情報
分配情報 キャッシュフロー情報 利益情報
残余利益モデル（RIM）
エンタープライズバ
リュー（EV）モデル
株主資本倍率
N/A
株主資本の価値
企業全体の価値
配当割引（DDM）モデル
N/A
割引キャッシュフロー
（DCFM）モデル
割引フリーキャッシュフロー
（FCF）モデル
（秋葉[2011],P.79抜粋）
たしかにインプット要素が同じになるモデルでは、アウトプットである企業評価の結果
が同様になるが、どの企業価値評価モデルでも、投資家がインプットである利益を予測で
きているという前提があることに注意したい。前項では、インプット要素と予測の対象の
範囲の観点からRIMが有用だと決定づけた。このことから考えて本当に必要な情報は、いか
にノイズの少ない恒常性の高いコア利益を企業評価の基礎の過去情報として提供するかで
ある。その点で、やはり費用収益対応や利益の平準化は意思決定に有用であると言える。
第４項 財務構成による価値変化の有無
次に、財務構成が企業価値に変化を与えるかについて考察したい。
企業全体（総資本）の価値は、財務レバレッジ（負債と株式の比率）によって影響を受
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けるわけではなく、企業が行った投資の収益性（投資から生み出される将来キャッシュフ
ローの獲得能力）に左右される（秋葉[2011], P.80参照）。
これは「完全資本市場を前提とすると、企業価値は、資本構成に影響を受けない」(石
野[2009],P.155)というMM理論の第一命題といわれるファイナンスの理論である。しかし現
実には、負債比率を高めると節税分だけ安くなることが考えられるが、倒産コストが上昇
するために負債比率を無尽蔵に増加させることはできない。このような理論の枠組みの中
で、現実的な要素を踏まえ企業ごとに適切な資本構成を決めていると考えられる。適切な
資本構成を求めることは各企業における財務の目的であるためこの研究の対象外とする。
第５項 時価情報の有用性
近年、会計基準に時価評価が拡大していると言われるが、時価を開示することの有用性
について考えてみたい。
EVモデルによれば、企業全体の価値は、企業に対する請求権者である債権者と株主に配
分されるため、負債3の価値と資本の価値は同時に決定される。したがって、負債を公正価
値で評価することは、資本を公正価値で評価することを妨げないことを意味するが、上場
企業の場合に、資本を自らの株価によって公正価値評価したところで、すでに利害関係者
が知っている情報のため、その情報を提供しても財務諸表利用者の役に立たないことは明
らかである（秋葉[2011],P.80参照）。
企業価値を公開された市場における株価（=時価）で評価することは、情報価値を有し
ない。株式市場での評価を公開したところで、投資家にとっては既知の情報である。また、
個々の資産をやみくもに時価評価することで、簿価を株式の時価総額に近づけても、意思
決定に有用ではない。企業価値には、個々の資産の時価評価では把握できない自己創設の
れんが含まれているからである。それを把握するには、むしろ、その資産の性質に合わせ
て期待された成果をあげた時点で利益認識し、その情報を投資家が利用し企業価値評価に
つなげることが必要となる。
また、経営者が企業価値を事業から生み出される将来キャッシュフローを割り引いて企
業価値を予測する場合、主観的な見積もりが介入しており企業評価の基礎となる過去情報
を開示する企業会計の目的の観点から否定される。企業価値を予測することは投資家の役
3 ここでは、有利子負債から現金預金を控除した純有利子負債であるネットデットを意味
する）
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割であり、企業価値評価のインプット情報となる過去利益を開示することが経営者の役割
であるからである（斎藤[2009],P.157参照）。
また経営者の責任範囲が拡大しており、経済界としても容認されるようには思えない
（斎藤[2010],P.60参照）。
第６項 会計情報の有用性
それでは会計情報の有用性とは何だろうか。会計情報の有用性について確認していきた
い。
会計情報の１つの重要な要素である利益情報は過去の成果を表す。しかし、過去の実績
にその時系列の特性や成長率を加味することにより、企業価値評価の基礎となる将来の利
益や将来キャッシュフローの予測に広く用いられ、無形の自己創設のれんの算定に役立っ
ている。将来予測という期待の形成にあたっても、通常は、過去の実績が影響をもつと考
えられる。なぜならば、企業は日々変化しているとしても、人的な資源やノウハウも含め
た企業の資源4の多くは継続的に存在し、収益を生み出している。また、過去から蓄積して
きた資源が、将来の実績につながると考えられることから、一定の過去情報が予測的価値
をもつといえると考えられる。
またさまざまな要因の変化により、将来の予測を見直すにあたって、過去情報が確認的
な役割をもつ（確認的価値5がある）と考えられるので、この点からも過去の成果を表す利
益情報が将来の予測に役立つということが理解できるであろう（秋葉[2011],P.83参照）。
利益は企業における大別して二つの活動によって稼得される。建物や工場、人材などの
事業資産を稼働させることにより得られる利益と有価証券やデリバティブなどの金融資産
における投資から得られる配当やキャピタルゲインといった利益がある。ASBJの概念フレ
ームワークには投資の性格を事業投資と金融投資とに分けており、それぞれ期待されてい
る成果が異なるために利益の認識のタイミングが異なるという説明がなされている。
企業は、営業活動を行うことにより製品や用役を生産し、販売することで収益を得る。
そのような営業活動で使用されることを期待されて獲得されたものが事業投資である。よ
って期待された成果は販売によって得られる売上になるため、売上という収益に対応させ
て事業投資を費用化することで利益を認識する。このように、投資に対する期待に見合う
4 貸借対照表に反映されないが、損益計算書には収益として反映されている。
5 フィードバック価値とも言われる。
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利益を投資のリスクから解放された利益と呼ぶ。
また金融投資は、その値上がりを期待して購入されるため、金融投資の時価の値上がり
分が投資のリスクから解放された利益として認識される。
ここで企業の価値は何の活動によって生み出されているか考えたい。企業の付加価値は、
営業活動とそれを支える設備投資といった投資活動によって成り立っていると言える。財
務活動は、前述したMM理論の第一命題（第４項 財務構成による価値変化の有無 P.10）に
よって価値を生み出さないことは証明されている。営業活動と投資活動から生み出される
利益はコア利益と呼ばれている。コア利益は、簿価を上回る付加価値を表しているといえ
る。本業から稼ぎだされる収益から取得原価に基づいて算定される費用を差し引いて求め
られる。成長の源であるコア利益は、事業投資が生み出す利益であって金融投資が生み出
す利益とは区分されたものであり、本業である事業から生み出された利益を抽出し、偶然
発生した異常な損益項目を排除したものではないかと考えられる。本業が稼ぎ出すこの利
益は、事業規模を拡大していくと同時に比例的に増加していくと考えられる。このコア利
益こそが、企業価値評価上、一定の成長率や諸条件を考慮して計算される将来利益の基礎
となる。
第７項 貸借対照表の評価
不完全市場である現実社会においては、財務構成によって投資家の企業価値評価は変化
するであろう。ここでは債権者の立場から、意思決定有用性を見てみたい。負債比率が増
加すれば、倒産のリスクが高まり金利が増加することを考えることが容易である。金利は、
資本コストに影響を及ぼす。銀行や債権者は、貸付金や債権が回収できるかどうかを重要
視しており、担保以外では、本業の稼ぎである営業利益や営業キャッシュフローと企業の
財務状態を把握し、金利水準や融資の可否を決定していると考えられる。よって、貸借対
照表の評価も重要な投資家の意思決定といえるだろう。
ここで、金利水準に影響を及ぼす格付けの実務上のプロセスを確認したい。格付けのプ
ロセスは大きく二つの分析から構成される。会計情報が用いられる定量的分析とアナリス
トによる主観が含まれる定性的分析である。
定量的分析は、簡単にいえば、長期債務の償還余裕度と、自己資本比率などの健全性を
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表す指標によって行われる。前者は、将来キャッシュフローの予測（内部留保6＋減価償却
費）やインタレスト・カバレッジ・レシオ（利払前利益／支払利息額）といった損益計算
書から把握され、後者がこの項で扱いたい貸借対照表から把握される指標である。
レーティングの定量的分析に関する貸借対照表の評価としては、以下の指標が考えられ
る。
 自己資本比率（負債／自己資本）
 長期資本利払前利益率（利払前利益／資本・長期債務）
 キャピタリゼーション比率（長期債務／資本・長期債務などの長期資本）
債務が増加した場合、上記の指標に織り込まれ、企業の財務的な健全性が悪化すること
が見て取れるだろう。財務的な健全性を表す指標が悪化することは、格付けを下げる判断
をする要因になる。
定性的分析は、研究の対象外であるため簡単に説明するにとどめることとする。定性的
分析は、経営陣が過去に債務返済の困難時にどう対処してきたかといった返済姿勢や投資
状況といった企業の内部の状態と企業の業績に影響を及ぼすイベントを加味することであ
る。この二つの分析を考慮して、アナリストが最終的に判断を下すと考えられる。
以上のような格付けのプロセスの中で、貸借対照表評価も意思決定に利用されていること
が理解できるであろう（黒沢[1999],P.149-152 参照）。
第８項 企業価値評価のまとめ
企業会計における意思決定有用性を考える上で重要な要素を明らかにしてこの章の締
めくくりとしたい。
① 企業価値評価は、インプット情報が同様ならばどのモデルを利用しても結果は同様だ
が、現実には残余利益モデルが有用であること
企業価値を算定するうえでは、損益計算書にインパクトがなければインプットである利
益が同一になるため企業評価は同一の結果となることが考えられるが、実際には、分子で
あるインプット情報の性質によって予測のし易さや、変動性の少なさといった正確性が異
なっていると考えられる。桜井[2008]の説明にもあるように、キャッシュフローよりも変
動性が少ない会計上の利益を使い、簿価を中心に計算を行うことで予測値が多くない残余
利益モデルが有用である。よって、この研究では残余利益モデルを前提に考えていきたい。
6 ここでは、税引後当期純利益から配当を控除したものとする。
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② 企業の本業によって生み出された過去の実績である利益にノイズが含まれないこと
企業価値評価を行う際には将来利益の予測が欠かせず、その予測方法は企業に要求され
たリターンを超過した収益率（ROE7－資本コスト）を期首投下資本に掛け合わせ予測す
る。企業の投下する資本が各期で異なるために、ROE という効率性を加味した利益率を利
用する。
このROEは、成長率や企業の固有の条件を加味して予測計算される。たとえばROEは、
偶発的な損益の含まれないある安定した期間での過去利益を考慮して、推定されると考え
られる。その ROE の分子が過去利益である当期純利益である。つまり、毎期損益計算の
結果である過去利益が企業活動の正しい成果でなければ、その後どんな加工をしたとして
も将来利益はいい加減な数字になり、企業の付加価値部分である自己創設のれんを表すこ
とができない。よって、より適切な費用収益対応がなされた過去利益が意思決定には有用
となる。
③ 意思決定有用性の高い会計情報は、企業活動の正しい成果を予測できるかによること
企業価値評価の基礎は過去利益であり、その過去利益が正しい成果である必要が分かっ
た。その過去利益を将来利益に結び付く正しい成果に限定することが意思決定有用性の高
い会計処理であると考えられる。
ROE を会計処理の問題として捉えるために投下資本は変動しないと仮定して考える。過
去利益が変動せず毎期発生していれば、外部環境が変わらなければそのまま引き続き発生
すると考えられ将来利益を予測しやすい。反対に過去利益の変動性が高ければ、予測しづ
らいのは容易に理解できるだろう（図 2 オンバランスの有用性を参照せよ）。
7 期中平均株主資本当期純利益株主資本利益率 /)( ROE
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図 2 オンバランスの有用性
過去3年間の実績をもとに×4年の将来予測をする
（1）開発費60を即時費用処理した場合
×1年 ×2年 ×3年 ×4年（予測）
収益 100 100 100
費用 60
利益 40 100 100 80?
（1）開発費60がオンバランスされ、その経済的便益が及ぶ３年で償却された場合
×1年 ×2年 ×3年 ×4年（予測）
収益 100 100 100
費用 20 20 20
利益 80 80 80 80
しかし、変動性をなくすために支出をもとに算定される費用をやみくもにオンバランス
し均等に配分することで平準化していいわけではない。事業規模を拡大していくと同時に
比例的に増加していくと考えられるコア利益といった企業活動の成果を算定することがで
きない。コア利益に成長率を加味し、将来利益を予測することに意味がなくなってしまう。
そこで経済的便益の流入の蓋然性を判断のもとにオンバランスすると考えられる。経済
的便益の流入の蓋然性が低い費用がオンバランスして費用配分されると、収益費用が対応
されず、本来の成果が見えづらくなることにつながる。その会計処理によって、将来利益
を予測する基礎となる過去利益が見えづらくなれば、企業価値評価が困難になり、意思決
定有用性から否定される。
収益費用の対応関係が守られ算定された過去利益が、企業価値評価の計算要素となる将
来利益の推定に結び付き、意思決定有用性につながる。
また企業評価は、貸借対照表を中心とした、効率性や企業に潜むリスクを顕在化する指
標によっても行っていると考えられる。
有利子負債の増大は、負債比率や固定比率などといった貸借対照表の評価を通じて信用
リスクの増大をもたらす。また有利子負債ではない負債の増大は、その反対勘定である資
産を計上することにより営業リスクを増加させ、予測利益や WACC を変動させることに
つながる。つまり割引率や利益を推定する際に考慮する必要があり、企業価値評価をする
うえで無視することができないといえよう8。
8 MM 理論によれば、企業の資本コストは、営業資産の資金調達の際の負債額または、株主資
本額に左右されるものではない。株主資本や負債の投資家が要求するリターンは営業活動の危
うさによって決定づけられる。営業リスクは利息の支払に影響し、そのリスクは株主資本保有
者や債券保有者に課されている（ペンマン[2001],P.445 参照）。
-17-
補論 損益計算書による無形資産の開示
最近の傾向としてオンバランス項目の拡大と公正価値評価の拡張を提案する見解が、国
際会計基準を中心として展開されている9。資産アプローチを理論的な根拠として導入され
てきた会計処理が、貸借対照表のリアリティを回復するという効用をもたらしたが、それ
以上に時価開示を追求する傾向が強い。
しかし損益計算書の項目の効果を適切に計測している限り、資産計上は必ずしも必要でな
く最善の方法でもないという意見がある（桜井[2011]参照）。
桜井[2011]によると、残余利益モデルで評価する企業価値の構成要素である自己資本は、
無形項目の公正価値を加算する前の帳簿価額で測定された金額であり、無形資産によって
生み出される超過収益力が、損益計算書に的確に反映されている限り、企業価値評価とし
てのための情報として役立っているといえるというものである。
たしかに、将来利益の予測時点で、少なからずオンバランスされていない無形資産（開
発中の新技術や IR 情報などで開示されているノウハウや内部環境）が反映されていると考
えられる。企業価値評価では、オンバランスされないことにより利益が平準化されず、投
資家の将来利益予測は難しくなるといえる。オンバランスしなくても、一概には有用とは
言えない。また貸借対照表評価では、資産や負債に計上されないために、製造業などの企
業の装置産業よりも費用が資産として計上されていない分、総資産利益率（ROA）が高く計
算されることになると考えられる。オンバランス基準を満たしているにもかかわらず、オ
ンバランスされず費用化されているのであれば、その分だけ貸借対照表が有利になってい
ると考えられる。
また桜井[2011]には、無形資産項目のオンバランス処理が貸借対照表の示す自己資本情
報の重要性を格段に増大させるが、その信頼性は著しく低下してしまうであろう、という
問題を提示している。しかし信頼性に関しては、他の資産や負債と同様のオンバランス基
準で財務諸表に計上すれば、問題は生じないであろうし、オンバランスすることにより利
益が平準化され投資家の意思決定に有用な情報を開示することになる。
またオンバランスに伴って生じる相手勘定が、必ずしも自己資本とは限らず、資産であ
る場合や負債である場合もある。利益を先取りして計上することになるために将来利益を
予測する意味が低下するといったことも、示唆されているが、これは自己資本として計上
するインカムアプローチで考えた場合においての問題であり、本稿ではこの心配はないと
9たとえば、国際会計基準第１６号「有形固定資産」と第３８号「無形資産」などでは、金融項
目の公正価値評価を超えて、これらの事業資産についても取得原価での評価(取得原価モデル)
と並んで公正価値での評価(再評価モデル)を対等な選択肢として許容していることがあげら
れる。
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考えられる。
桜井[2011]では、市場価格が観察可能ではない多くの無形資産項目に関してレベル３の
公正価値測定が導入されることの意味を疑問視しており、時価情報の拡大やインカムアプ
ローチに対して、慎重になるように促していると考えられる。したがって、本稿で検討し
ている自己創設無形資産と人間資産に関してはコストアプローチで検討しているために問
題にならないと考えられる。
第３章 自己創設無形資産に対する考察と検討
第１節 自己創設無形資産の基準上の考察
第１項 自己創設無形資産の定義
まず研究を進めるに際して自己創設無形資産の定義について確認したい。自己創設無形
資産について正確に定義されている資料はないため、ここでは、IAS 第 38 号に記述されて
いる開発費を資産化したものを念頭におく。
第２項 日本における自己創設無形資産の取扱い
日本では、研究開発費は一括して費用計上するために、資産化された開発費という意味
での自己創設無形資産は生じない。今後 IFRS のアダプションの流れによって次項にあげる
IFRS の取扱いを踏まえ資産化が拡充されていくことが予想される。
自己創設無形資産を「自己創設」と「無形資産」との２つの概念に分けて確認していこ
うと思う。
まず、「自己創設10」について具体的に定義した資料はないが、「第三者との取引ではな
く自社での開発や研究によって生み出されること」だと考えられる。
次に、「無形資産」とは、我が国の会計基準では、「営業権、特許権、地上権、商標権等
は、無形固定資産に属するものとする。」（企業会計原則 第三 4（一）B）とされているが、
無形資産についての一般的な定義は明示的には示されていない。現在、このような権利や
技術は、その特許の申請の手続きにかかる費用がオンバランスされている(桜井[2009]参
照)。
よって、現在は ASBJ 討議資料の概念フレームワークに記されている資産の定義に大き
く依拠することとなる。概念フレームワークにある資産の定義は「過去の取引または事象
10ASBJ 論点整理には、簡易的に「自ら無形資産を創出し、原始的に取得する方法」とある。
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の結果として、報告主体が支配している経済的資源をいう。」となっている。このため、自
己創設無形資産とは、日本において、無形資産を除く自社での開発や研究によって生み出
される報告主体が支配している権利や技術等の経済的資源とすることが考えられる。
なお、日本基準でも研究と開発については、現状、以下のように定義されている。
① 研究とは、「新しい知識の発見を目的とした計画的な調査及び探究をいう。」
② 開発とは、「新しい製品・サービス・生産方法（以下、「製品等」という。）についての
計画若しくは設計又は既存の製品等を著しく改良するための計画若しくは設計として、
研究の成果その他の知識を具体化することをいう。」(研究開発費等に係る会計基準一)
第３項 IFRS における自己創設無形資産の取扱い
（1）無形資産の定義について
IAS 第 38 号において、無形資産は、「物理的実体のない識別可能な非貨幣性資産」と定
義されている。また、資産については、「財務諸表の作成及び表示に関するフレームワーク」
において、「過去の事象の結果として当該企業が支配し、かつ、将来の経済的便益が当該企
業に流入することが期待される資源をいう。」と定義されている。
無形資産の定義を充足するために備えている必要がある要素として、（ⅰ）識別可能性、（ⅱ）
支配、（ⅲ）将来の経済的便益の 3 つを挙げている。このうち、識別可能性は、無形資産
とのれんとを区別するために必要な要素とされている。
(ⅰ)「識別可能性」があるためには、(a)分離可能であること、又は(b)契約又はその
他の法的権利から生じるものであることが必要である。
(ⅱ)「支配」は、対象となる資源から生ずる将来の経済的便益を獲得する力を有し、
かつそれらの便益を他者が利用することを制限できる状態を意味する。
(ⅲ)「将来の経済的便益」には、製品又はサービスの売上収益、費用節減、あるいは
企業による資産の使用によってもたらされる将来の利益が含まれる。
（2）研究費と開発費の取扱いについて
IFRS では、日本基準と異なり IFRS では、資産の創出過程を研究局面と開発局面に分類
し、研究局面の費用は即時認識し、開発段階の費用は無形資産の定義と認識基準を満たす
場合に資産として認識する。
-20-
IFRS の認識基準は、①関連する将来の経済的便益が企業に流入する可能性が高いこと、
かつ②原価が、信頼性をもって測定できることだとされている。（以下、「経済的便益流入
の蓋然性」と「原価測定の信頼性」とする。）
認識基準を具体的に判定するための条件は以下に示す６項目である。
① 企業が利用・販売できるよう無形資産を完成させる技術的な実行可能性
② 無形資産を完成させ、利用・販売する意図
③ 無形資産を利用販売する能力
④ 無形資産が将来の経済的便益を生み出す仕組み
⑤ 開発の完了または利用や販売を行うために十分な技術的・資産的その他の面での裏
付け
⑥ 開発過程にある無形資産に帰属する支出を信頼性をもって測定する能力
①から⑤までが「経済的便益流入の蓋然性」を保証するものであり、⑥が「原価測定の
信頼性」を示すものになっている。
また個別の要件に付随した説明を見ていきたい。要件④に関して、経済的便益とは、製
品やサービスの販売による収益に限定されず、費用の節減効果や企業自ら当該無形資産を
使用することによってもたらされるその他の便益も含まれる。[IAS38.17]
要件⑤の資源の利用可能性に関しては、無形資産を使用・売却し、経済的便益の創出まで
に必要となる資源（資金、製造技術、販売ノウハウ）が特定され、企業が実際にこれらの
資源を確保できることを、例えば事業化計画などによって示さなければならない。
[IAS38.61]。
さらに要件⑥に関して、原価を信頼性をもって測定できるという要件を満たすことは、
一般的に企業の原価計算システムにより対応可能な場合が多いとされている。[IAS38.62]。
一方、ブランド、出版物の表題や顧客リストなどを生成するための活動は、事業全体を発
展させる活動と明確に区別できないため、たとえ上記の６要件を満たすとしても資産とし
て認識してはならない。[IAS38.63-64]。
（3）開発費のオンバランス基準である６要件についての考察
ここで企業活動を行う上で必要となってくる建物や備品、材料などの物体を伴う資産と
比較したい。製品を生産販売する製造業をベースにして話をするが、経営者はビジネスの
アイディアが生まれ、それを実現するために生産計画をたて、利益獲得の目途が立って初
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めて購入されていると考えられる。購入された資材はすべて対価で資産として計上される。
つまりビジネスを行う準備が整っている状態が、経済的便益流入の蓋然性の要件を満たし
ている状態だと言える。これを経済的便益の流入の蓋然性が 50％を超えた状態と定義した
い。経営者は、なんらかの利益が生み出せると考えた時に物的資産を購入するため 50％を
超えていないと投資することはないと考えられる。IASでは 50％超（more likely than not）
で計上することが想定されており、この考え方に準じているといえる。
ここで６要件を見てみると、①は販売できる形にするための要件であり、識別可能性を
確保している。②利用・販売する意図と③利用販売する能力に関して言えば将来ビジネス
として成立させるための企業のポテンシャルであるし、④は将来利益を獲得するビジネス
のアイディアであり、新たなビジネスを興す準備段階であるといえる。
違いは物体を伴っているか否かであり、上記二つの資産には、同程度の経済的便益の流
入の蓋然性が確保されているといえる。
また IFRS では、IAS38 号 56 項と 59 項で研究局面と開発局面の例示を行っている。
①研究局面
 新たな知識の獲得を目的とする活動
 研究成果または他の知識の応用の評価および最終的選択のための調査
 材料、装置、製品、工程、システムまたはサービスに関する代替的手法の調査
 新規または改良された材料、装置、製品、工程、システムまたはサービスに関する有
望な代替的手法についての定式化、設計、評価および最終的選択
②開発局面
 生産または使用する以前の、試作品および模型に関する設計、建設およびテスト
 新規の技術を含む、工具、治具、鋳型および金型の設計
 事業上生産を行うには十分な清算性のない規模での、実験工場の設計、建設および操
業
 新規のまたは改良された材料、装置、製品、工程、システムまたはサービスに関して
選択した、代替的手法等についての設計、建設およびテスト開発（または内部プロジ
ェクトの開発局面）
以前から言われているように研究よりも開発の方が商品化の可能性が高くなっており、
収益獲得の可能性が高くなっていると考えられる。その経済的便益流入の蓋然性の高さゆ
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えに、利益と結びつきがつよいものについては資産計上し、利益と結び付けて費用化する
ことで正しい成果の算定、ひいては将来利益の推定に役立つというわけである。
第４項 米国会計基準における自己創設無形資産の取扱い
米国会計基準での会計処理は、日本基準と同様に研究開発費を即時費用化している
ので、自己創設無形資産が発生しない。よって自己創設無形資産周辺の定義について
確認したい。
米国会計基準では、FASB Accounting Standards Codification(TM)（FASB（米国財務会
計基準審議会）による会計基準のコード化体系。以下「FASB-ASC」という。）の Topic350
「無形資産－のれん及びその他」（当初、米国財務会計基準書（SFAS）第 142 号「のれん及
びその他の無形資産」として公表）（以下「FASB-ASC Topic350」という。）において、無形
資産は「物理的実質を欠く資産（金融資産を除く。)」と定義されている。
また、資産については、財務会計概念書（CON）第 6 号「財務諸表の要素－財務会計概
念書第 3 号の改正」において、「過去の取引又は事象の結果として、特定の企業により獲得
又は支配され、かつ期待される将来の経済的便益をいう。」と定義されている。
第５項 自己創設無形資産と自己創設のれんとの違い
こうして並べてみても分かる通り、国際会計基準の無形資産の定義が具体的に記述され
ており整備が進んでいると考えられる。これは自己創設無形資産を資産計上する国際会計
基準であるなら当然である。国際会計基準へのコンバージェンスが進めば国際会計基準へ
と取扱いは収斂していくはずである。
そこで、国際会計基準をベースに更なる検討を加えていきたい。
まず「識別可能性」という概念から見ていきたい。この概念は、自己創設のれんと無形
資産とを識別する概念である。自己創設のれんとは具体的に定義されている資料はないが、
主観的に見積もられる経済的価値であると考えられる。その自己創設のれん11は、第三者
に売り渡すことや取引することができないが、将来のキャッシュ・インフローを生む可能
性をもっている。その自己創設のれんの中から識別できるものがあれば、切り出してオン
11自己創設のれんのわが国の取り扱いでは、財務報告の目的の観点からオンバランスしないと
いう扱いがなされている。IFRS では、測定可能性と蓋然性という主に認識測定の観点からオ
ンバランスしないという扱いがなされている（斎藤[2009],P.157 参照）。
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バランス化するというのがこの概念である。
たとえば、企業結合などでは、企業の簿価よりも多くの対価を持って被取得企業を取得
する。その場合に、自己創設のれんは第三者との取引を介し、のれんとして認識される。
そののれんから個別に価値を有するものを「分離可能性」によって無形資産として認識す
る。
IAS 第 38 号では、識別可能であるためには、「分離可能」であるか、契約又はその他の
「法的権利から生じる」ものであるかの、いずれかを満たすことを必要としている（第 14
項(1)参照）。つまり、「分離可能」であれば、識別可能であるし、「分離可能」でなくても、
「法的権利から生じる」ものであれば、識別可能ということになる。
この場合における分離可能というのは、取得した無形資産を、個別に又は関連する契約
や識別可能資産及び負債とともに、被取得企業から分離又は区別して、売却、譲渡、ライ
センス化、賃貸又は交換等が可能な状態をいうと考えられる。また、法的権利から生じる
というのは、取得した無形資産が契約、法令又は類似の手段によって法的に譲渡される権
利から生じている状態をいうと考えられる。米国会計基準における FASB-ASC の
Topic805「企業結合」（当初、SFAS 第 141 号（R）「企業結合」として公表）（以下「FASB-ASC
Topic805」という。）でも、のれんと明確に区分されるための認識要件として同様の説明
がなされている（第 35 項参照）。
無形資産の定義において識別可能性を求める趣旨を踏まえると、このような判断規準に
は、一定の合理性があると考えられる。そのため、我が国でも、識別可能性について、国
際的な会計基準と同様の判断規準を示すこと、具体的には分離可能であること又は法的権
利から生じるものであることを示すことが考えられる。
ASBJ の論点整理では、『以上の検討から、無形資産の定義としては、例えば「識別可能
な資産のうち物理的実体のないものであって、金融資産でないもの」とすることが考えら
れる。』とある。
第６項 概念フレームワークからの資産の認識の検討
資産の定義はどの基準でもほぼ同様であると考えられる。根底にある考え方は、ASBJ の
論点整理にも書かれているように「経済的便益の源泉たる経済的資源」であることが資産
の本質であり、そのような経済的資源を企業が支配していることが必要と考えられている。
経済的便益は、具体的には、直接又は間接のキャッシュ・インフローの増加、キャッシ
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ュ・アウトフローの減少又はそれらの組み合わせであると考えられる。支配とは「所有権
の有無にかかわらず、報告主体が経済的資源を利用し、そこから生み出される便益を享受
できる状態」（討議資料『財務会計の概念フレームワーク』『構成要素』脚注(2)）とある。
つまり、「将来にキャッシュ・インフローもしくはキャッシュ・アウトフローの減少を
もたらすだろう経済資源であり、経済主体がその便益を享受できる状態にあるもの」であ
る。
ここで日本の概念フレームワークに照らしながら IFRS の認識基準に問題はないか検討
してみようと思う。
日本の認識基準は、一般的な制約として財務報告の目的、質的特性、構成要素の定義を
みたすだけでなく、「契約的な部分履行」と「発生の蓋然性が高いこと」という要件が満た
された場合に財務諸表に認識されるとされている。
日本での認識には、IFRS での要件に加え上記に挙げた要件の中でも特に「財務報告の目
的」が重要となると考えられる。IFRS や FASB では一般制約に「財務報告の目的に適合す
ること」が含まれない。
よって、日本基準では、６項目が満たされた場合でも財務報告の目的である投資家の意
思決定に有用な情報を提供することに適合していなければ、即時費用化されるべきだと考
えられる。財務報告の目的に適合するためには客観性と比較可能性が保たれていて、経営
者の予測でない過去の情報が開示されることが求められる。会計の目的とは投資家の意思
決定に有用な情報供することは含まれるので、一般制約に財務報告の目的が含まれる日本
の考え方の方が会計の意味を見失うことが少ないと考えられる。
この考え方を踏まえながら６項目は資産の定義と認識・測定の要件を満たしているのか
検討したい。
第７項 自己創設無形資産の認識・測定に対する理論上の問題点
先ほどの確認になるが IFRS では、開発費「経済的便益流入の蓋然性」と「原価測定の
信頼性」の二つの要素があれば資産として認識・測定される。自己創設無形資産も、本当
に６項目によってこれらが担保されているかであろうか。測定の信頼性は原価計算を行っ
ている会社であれば対応可能であると考えられているが、経済的便益の蓋然性を考えると
恣意性が含まれてくる可能性は否定できない。しかし、開発費を即時費用処理した場合も、
利益操作の余地があると言える（伊藤[2006]参照）。
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開発段階にあるプロジェクトはある程度成功の見込みがつくはずなので資産化するこ
とで利益が平準化できるといったメリットも考えられる。その成功の程度については、他
の資産が計上するのと同程度でいいと考えられるので、経済的便益の及ぶ期間やその確実
性までは求められていないと考えている（第４項 人的資源のオンバランス化の検討 P.54
で触れている）。６項目を拡充することによって経済的便益が流入する蓋然性が満たされる
トリガーとなる経済的事象を特定し、いかに経営者の恣意性の介入を排除するかが課題と
言える。
第８項 自己創設無形資産の取扱いについての今後の展望
自己創設無形資産として資産計上するか、研究開発費としてひとくくりにして即時費用
計上するかの違いは、無限期間における企業価値評価の観点から見ると、どちらを採用し
て計算してもインプット情報が共通であり、同様の結果が得られるため、影響はないとも
考えられる。しかし、有期間においては、利益を平準化することが可能になるプラスαの
メリットが考えられるため、経済的便益流入の蓋然性の判断に客観性が保たれれば自己創
設無形資産の資産化は、将来の見通しをよくする意思決定に有用な会計処理だと言えると
考えられる。
つぎに６項目の経済的便益の蓋然性の問題点を踏まえながら、実務上での考察を加えて
いきたいと考えている。
第２節 自己創設無形資産についての実務上の考察
第１項 ASBJ レポート「社内発生開発費の IFRS のもとにおける開示の実態調査」につ
いての概要要約
IAS38 号を適用している欧州企業における実際の適用状況を確認するため、他の業種に
比して研究開発投資の比率や金額が大きく、開発費資産化額を開示することに対するニー
ズが大きいと考えられた製薬業界、自動車業界の各社をはじめ、合計 50 社の大手企業の
社内発生開発費の取扱いについて、各社が公表した 2007 年度のアニュアルレポートを用
いて調査を行った。
なお、IFRS が欧州域内の企業に強制適用されたのが 2005 年度からであるため、今回
の分析を行うためのデータは最大で 3 年分しか存在していない。現時点では、十分な時系
列分析を行うためのデータが蓄積されているとはまだ言えない状況であることに留意する
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ことが必要である。
その分析の結果、大別すると３つのカテゴリーに分けられることができるとされている。
① 社内発生開発費の資産計上をほとんど行わず、費用処理している業界
② 各社ともに、相当程度の社内開発費を資産計上している業界
③ 社内発生開発費をすべて費用処理している会社と一部資産計上を行っている会社とが
混在し、対応がばらついている業界
またそれぞれの企業における注記がまとめられており、その注記を比較するとその企業
の開発費のオンバランス６要件の解釈が理解できると考えられる。
第２項 ASBJ レポート「社内開発費の実態調査」についての考察
業界によってプロジェクトの成功可能性はまちまちであり、異業界ではオンバランスの
程度が異なっていると考えられる。分析の結果も、とりわけそのようなものになっている
といえる。また業界内でも、会社ごとにプロジェクトの管理方法や実施方法は異なってお
り、業界内でのオンバランス処理の対応のばらつきについても起こりうるものだと考えら
れる。
しかし、注記での開示を見ていると、資産の要件である「経済的便益の流入の蓋然性」
の解釈が異なっていると解釈できる部分が存在する。
食品飲料会社での、注記を確認してみたい。7 社の中で唯一、開発費の資産計上を行っ
た【オークラ】の行った開示は次のとおりである。
 開発に係る支出は、識別可能で、かつグループが支配を有する将来の経済的便益を体
現していれば、資産として認識される。また、社内発生商標権の創設に関連する支出
（マーケティング費など）は、企業に対する将来の経済的便益が識別されないこと、
および商標権が市場に投入される時点では、将来便益をもたらす可能性が高いとは言
い切れないという理由で、直接費用処理される【オークラ】。
 新製品に関連する開発費は資産計上されない。なぜなら、将来の経済的な便益は、製
品が市場で販売開始された場合にのみ信頼性をもって認められるからである【ネスレ】。
ネスレは開発費を計上しておらず、蓋然性の要件を将来の経済的便益が確実なレベルで
オンバランスすべきだと判断しているように理解できる。ここに経済的便益流入の蓋然性
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のレベルの違いが存在している可能性が指摘できる。
ASBJ の社内発生開発費の IFRS のもとにおける開示の実態報告を見ると上述の３つの
ケースに分けられている。６要件があることから、業界ごとに開示結果が異なることは予
想にたやすいが、業界内（自動車部品、電機、紙パルプ業界）での相違は問題があるよう
に見えるが、理解の違いとビジネスの違いとの要素が存在するため、一概には言えない。
比較可能性が重要だと言われてきたが、実際には会社ごとに置かれている環境や製品研
究の違いから当然開発費の資産計上にも違いが生じるだろう。ビジネスが異なっているか
ら他業種とは違う結果が出ても当然とも考えられる。業種間の資産計上のパーセンテージ
の差に関しては、環境の違いによる要素と判断の違いによる要素が混じってしまい判断が
できない。
いずれにしても、今のままでは比較可能性が保たれていない危険が含まれていると考え
られる。経済的便益の流入に関して、共通の理解が得られていない可能性がある。蓋然性
に関しては、50％超ということを前提としているということを説明するべきであり、それ
と同時に資産計上なトリガーをもっと固定するような工夫が必要である。
第３項 日本に導入された時の対応
開発費の資産計上が日本に導入された場合、まず蓋然性がどの程度必要なのか、なぜそ
の水準にするか検討し、企業に説明していく必要があるだろう。共通の理解が得られてい
なければ、会計を支える比較可能性を保てない恐れがある。
日本での蓋然性の水準については、具体的には定めがないが、「企業会計の概念フレー
ム」によれば、確実ではないが、高い蓋然性が必要とされていることが確認できる。
第３節 意思決定有用性の観点からの考察
第１項 自己創設無形資産オンバランスの影響
確認になってしまうが、自己創設無形資産は、先述の６要件によって経済的便益流入の
蓋然性がある程度確保されているといえる(第１節 第３項 IFRS における自己創設無形
資産の取扱い P.19)。つまり、ビジネスを興す準備ができた状態の開発費が資産計上され
ることになる。
なぜ蓋然性の確保が必要なのか。それは「第２章 第８項 企業価値評価のまとめ
-28-
(P.14)」で触れたように、資産のもつ利益獲得の変動性の可能性に起因すると考えられる。
資産から得られる利益は過去利益となって企業価値評価へとつながる。過去利益の一定で
あればあるほど、将来利益を予測しやすい。ある程度高い蓋然性を確保することで、費用
収益を対応させているといえる。対応できていれば、過去利益の変動は少なくなり、恒常
性の高い過去利益が算出されることにつながると考えられる。
現実のビジネスは様々な資産によって構成されていて、それが生み出す利益の変動性は
異なっている。その利益のブレである変動を一定に保つために経済的便益流入の蓋然性の
確保があるのだと考えらえる。ブレを減らすことで将来利益を予測する上で有用な過去利
益を算出することにつながるからである。
また蓋然性の確保は企業経営の成果を明らかにするためにもかかせない。収益と関係の
ない支出を資産として計上しては、収益を相殺してしまい成果である利益を算出すること
ができない。利益を算出できないことは将来利益の予測が困難になり、企業価値評価にお
いて企業本来の価値を算定できないことにつながる12。
それでは、自己創設無形資産をオンバランスした場合は、どのような影響を表すのだ
ろうか。収益獲得の準備である経済的便益の蓋然性は、物的資産と同水準に確保されてい
るといえる。ここで、設立して間もない企業を考えてみたい。製品やサービスのアイディ
アが完成し、販売計画、利益計画を立てる。その計画に基づいて、建物や材料といった物
的資源は購入され物的資産として財務諸表上認識される。つまり、ビジネスが成功するだ
ろうと考えられて初めて購入されると考えられるが、そのビジネスが確実に成功するとい
う確信がない場合も資産として計上されている。
自己創設無形資産の経済的便益流入の蓋然性は物的資産と同程度確保されているため、
オンバランスすることで資産として収益に対応して結び付けられ、成果である利益を算定
することで、より企業価値評価での将来予測に有用な情報を提供することにつながるとい
える。６要件をすべて満たした開発費をオンバランスすることは意思決定有用性に適った
処理だといえる。実務では、自己創設無形資産に結び付ける支出がどれか特定することが
難しいと考えられるが、開発はプロジェクトで管理できるため、識別可能性や測定の信頼
性は生じにくいと考えられる。
以上のように、蓋然性を確保した開発費を、即時費用化していては、当期の成果が見え
12 第２章 第８項 企業価値評価のまとめ（P.13）③を参照せよ。
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づらくなってしまう。企業価値評価の基礎である過去利益を算定するために、オンバラン
ス化しその効果が及ぶ期間で費用配分すべきだと考えられる。
ただし、本当に利益に結び付く費用だけが計上されるのかといった疑問は多い。プロジ
ェクトを立ち上げる際に交際費などは将来獲得する収益に結び付くのだろうか。支出の積
み上げが開発費として計上されるという性質のため、コア利益に含まれてくるノイズを拡
大させる可能性がないとは言えない。プロジェクト管理されている開発費のどこまでが資
産で、どこまでが費用という問題は存在しているといえる。
さらに、開発費が資産計上されると研究費が資産計上されないのかという疑問が生まれ
るだろう。オンバランスされないのは、そのアイディアがビジネスに結びついていない段
階であり、収益を獲得する準備という段階になっていないからである。蓋然性がないのに
オンバランスされると成果である過去利益の算定の障害になってしまう。研究費は、営業
活動を行う準備段階ではなく、営業活動を行うためのアイディアにあたる部分を生み出す
ための準備段階であり、明らかに開発費よりも経済的便益の流入の蓋然性は低いと推定さ
れるため即時費用処理がふさわしいと考えられる。
その他の自己創設無形資産にかかわる支出について触れておきたい。広告宣伝費などの
ブランド価値やノウハウについては、それ自体を事業から切り離してみることができず、
識別可能性がオンバランスを困難にしているといえる。そのため収益との対応も難しく、
どの部分が収益に結びついたのか、まったく効果をなさなかったのか区別することが難し
い。よって、即時費用化する会計処理に落ちついていると考えられる。
近年ではノウハウをソフトウェアとして製品化することや、製品ブランド自体を取引す
るケースも考えられる。資産として計上すべき金額が客観的に見積もれないという測定の
信頼性の問題がある。その場合には第三者との取引を、もってコストアプローチで計上さ
れる。
第２項 自己創設無形資産についての展望
自己創設無形資産に始まる支出先行型の費用は、オンバランス要件によって将来経済的
便益を獲得する蓋然性が補われ、製品やサービスを作る段階である材料仕入と同程度であ
ると判断できれば費用配分する意味は大きい。収益との結びつきには製造原価ほどの結び
つきはないが、費用配分されることで、利益が平準化され将来利益の見通しが良くなるた
め、オンバランスすることは意思決定に有用であると言える。
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また現在の会計基準では、客観的な耐用年数がないままに利益を平準化する減価償却と
いう処理が認められている。実物資産の減価は実際には観察することが難しいため、償却
期間は必ずしも対応しているとは言い切れない。それでも将来に獲得する経済的便益の流
入の蓋然性があるために将来に繰り延べて費用化されている。減価償却は、利益計算的側
面の強い会計処理だといえる13。同様に、物的資産と同程度の蓋然性が確保された支出先
行型の投資を資産としてオンバランス化することは、会計理論上適切な処理だといえる。
今後、製造業などでも製品間の差異が減少し、差別化が重要となってくると考えられる。
徐々に企業の投資に占める研究開発費の割合は増加してきている（伊藤[2008]参照）。それ
だけに、投資家からも開示の充実が求められてくると考えられる。以上の理由より自己創
設無形資産をオンバランス化する方向で今後、日本も検討していく必要があるだろう。
ただし、不確定の要素が多く生産品の販売の目処が立たない場合は、比較可能性の確保
される即時費用処理が行われるべきだと思う。企業活動の成果である利益を見えづらくし
てしまうような処理は意思決定有用性の観点からも認められるべきではない。そこで、今
後の課題は IAS 第 38 号にある開発費の６要件のような将来の経済的便益流入の蓋然性を
補うトリガーを充実させることにあると考えられる。
今回は開発費の資産計上を取り上げたが、自己創設無形資産にはブランド価値やノウハ
ウなどがある。今後の企業経営は情報や技術が取引され、他社との差異化はソフトな部分
で行われていくと考えらえる。利益の平準化と適切な投資成果の認識のために基準の整備
が求められているのではないか。
補論 繰延資産の資産性
繰延資産とは、将来の期間に影響する特定の費用として、すでに代価の支払が完了し又
は支払義務が確定し、これに対応する役務の提供を受けたにもかかわらず、その効果が将
来にわたって発現するものと期待される費用をいう（企業会計原則注解・注 15）。
これらの費用は、次期以後の期間に配分して処理するため、経過的に貸借対照表の資産
の部に記載することができるとされている。（企業会計原則 3-1-D）。
繰延資産は、「物理的実体のない識別可能な非貨幣性資産」という点では無形資産の定
13減価償却という処理の根拠である減価はあくまでも便宜上の擬制であって、人々の間の合意
として制度化されることを通じて、客観的な測定可能性が確保されているにすぎない（斎藤
[2010],P.247 参照）。
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義に合致しているようにも思える。2004 年 7 月に基本概念ワーキング・グループが公表し
た『財務会計の概念フレームワーク』でも、「繰延資産は収益と費用の一部を繰り延べたも
のであり、当該討議資料の資産の定義に適合しないではないかという指摘があるかも知れ
ない。しかし、それが将来においてキャッシュを獲得しうる可能性があると考えられる場
合には、資産の定義に当てはまると考えられる。したがって、資産の定義において、繰延
資産は排除されていない。」（斎藤[2009],P.87 抜粋）とある。創立費や開業費などといった
会社が始動するために必要な費用である。登記など会社は営業を開始するために必要な手
続きを済ますことができその便益を受けたと言える。企業活動の準備段階にその企業活動
が、成功するだろうという予測ができる場合に、資産として計上されている。しかし、繰
延資産は、無形資産と異なり法律上の権利ではなく、流動資産、固定資産および無形資産
のように、換金価値を持ってない（広瀬[2006],P.283 参照）。
繰延資産は、財務諸表構成要素の中に含まれない計算的擬制項目であり、そういった項
目が財務諸表において資産として認められるなら、開発費や人間資産が資産として計上し
てもよいのではないか。キャッシュを獲得しうる蓋然性が争点になってくると考えられる。
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第４章 人間資産会計に対する検討
第１節 人材採用育成の実態
人間資産会計を考察するうえで、会計処理は適切に経済実態を反映している必要がある
と考え、まず、人材採用・育成実態の実態を調査する必要があると考えた。そこで、厚生
労働省のホームページや厚生労働大臣官房統計情報部の公表している統計データをもとに
現状をとらえたいと思う。まず離職率の状況を見ていきたい。
図 3 労働移動率
（厚生労働省 HP より http://www.mhlw.go.jp/topics/2010/01/tp0127-2/12.html）
上記の表の平成12年度～23年度の労働移動率を見てみても雇用形態や雇用契約に対す
る考え方は革新しているようには思えず、長期雇用の傾向が強いと考えられる。一部のグ
ラフには、多少の離職率の上下が見られるもののこれは景気の変動による一時的な傾向に
すぎないと考えられる。
つまり、長期雇用の予測のもとに採用計画が立てられ、ある程度信頼性の高い実績値を
見積もることができると考えられる。このため、以下の観点から、人間資産会計を検討す
る意味はあるのではないか。
 負債性が認められる可能性がある。
 実績率によって資産計上する可能性が見出せる。
また、近年言われている新卒者の離職率の上昇についても触れておきたい。最近では 3
時系列表第５表 労働異動率
（事業所規模５人以上）
入 職 率 離 職 率
調 査 産 業 計 製 造 業 調 査 産 業 計 製 造 業
年度・期 規模３０人以上 規模３０人以上
前年度差 前年度差 前年度差 前年度差 前年度差 前年度差
％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ
平成12年度 2.04 0.03 1.75 -0.02 1.39 0.07 2.11 0.05 1.89 0.01 1.49 0.01
13 2.05 0.01 1.78 0.03 1.25 -0.14 2.15 0.04 1.94 0.05 1.63 0.14
14 2.12 0.07 1.89 0.11 1.33 0.08 2.23 0.08 2.04 0.10 1.57 -0.06
15 2.09 -0.03 1.87 -0.02 1.33 0.00 2.14 -0.09 1.93 -0.11 1.45 -0.12
16 2.13 0.04 1.91 0.04 1.36 0.03 2.16 0.02 1.96 0.03 1.38 -0.07
17 2.15 0.02 1.91 0.00 1.37 0.01 2.17 0.01 1.94 -0.02 1.33 -0.05
18 2.17 0.02 1.91 0.00 1.40 0.03 2.13 -0.04 1.91 -0.03 1.36 0.03
19 2.17 0.00 1.96 0.05 1.40 0.00 2.09 -0.04 1.86 -0.05 1.31 -0.05
20 2.09 -0.08 1.85 -0.11 1.26 -0.14 2.11 0.02 1.88 0.02 1.39 0.08
21 2.02 -0.07 1.88 0.03 1.30 0.04 2.07 -0.04 1.96 0.08 1.41 0.02
22 1.94 -0.08 1.78 -0.10 1.19 -0.11 1.95 -0.12 1.80 -0.16 1.21 -0.20
22年Ⅱ期 2.98 -0.21 2.99 -0.22 1.69 -0.27 2.63 -0.25 2.48 -0.30 1.47 -0.39
Ⅲ 1.67 -0.05 1.49 -0.04 1.04 -0.03 1.71 -0.12 1.59 -0.12 1.12 -0.20
Ⅳ 1.64 -0.04 1.40 -0.12 1.09 -0.08 1.65 -0.06 1.49 -0.10 1.09 -0.15
23年Ⅰ期 1.46 -0.02 1.21 -0.06 0.95 -0.06 1.81 -0.06 1.65 -0.11 1.17 -0.03
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年以内離職率が 3 割と言われているが、これは従業員と企業との労働環境や労働条件のミ
スマッチが原因だと考えられる。新卒者は社会人を経験していない学生であり、中堅やベ
テラン社員に比べ当然にミスマッチが起こりやすい。しかしこのミスマッチが起こること
が、人間資産のオンバランス化の障害になるわけではない。
離職率はその職域の階層や勤続年数によって、実績値をもとに予測することができる。
予測ができるということは、退職給付会計に見られるように、予測計算によって負債性を
確保しつつ、経済的便益を確認することで資産計上する可能性につながるのである。
また、定年定着志向が強い学生は、キャリアアップ志向の強い学生でも条件がいいとこ
ろが合えばその職場に落ち着くだろうし、全く予測が立てられないほど勤続年数は予測不
可能な程変動するものではないと考えられる。予測が可能であれば、オンバランスの可能
性は広がる。新規学卒就職者（大学卒）の 3 年以内の在職期間別離職率（昭和 62 年～平成
22 年）は以下のようになっている。
図 4 大学卒・３年以内在職期間別離職率
(厚生労働省 HP 若者雇用関連データより)
離職率の上昇は今に始まったことではなく、以前から高かったことが伺える。これによ
って、若者の転職志向が高まっているとは言い難い。
次に、実際に制度的な変更や雇用に対する意識の変化がないか調査してみたいと思う。
武田[2010]をもとに検討を加える。
「2008 年 9 月 1 日現在、定年制がある事業所は、全体の 73.5％を占め、そのうち一律
に定めている事業所は 67.1％である（厚生労働大臣官房統計情報部,2009）。一律で定年
制を設けている事業所のうち、最も多い定年年齢は、60 歳（82.5％）で、定年年齢が 65
歳以上の事業所も 14.8％を占め、その割合は事業所規模が小さくなるほど多くなっている。
同調査の前回の結果を見ても、60 歳を一律定年年齢とする事業所は、88.3％を占めていた
が、65 歳以上を一律定年年齢とする事業所は 8.3％に留まっていた（厚生労働大臣官房統
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計情報部,2005）。前回調査と今回調査の結果を比較すると、一律定年年齢は、着実に 60
歳から 65 歳に延長されているようである。このように、日本企業の多くは、毎年、年度末
に一定の年齢に達した人を退職させるという定年制を敷いている。（武田[2010]P.4 抜粋）」
新規学卒者と一律定年年齢性とが実施されているうちは企業も長期の雇用を採用の前
提に置いていると考えられ、人間資産会計として会計の分野で捉えることが可能な経済事
象だと言えよう。計画どおり行われていれば、経済的便益の流入の蓋然性も高く、負債側
での見通しがつくといえる。
では、一般的に流動性の高い人材市場があると言われる欧米の環境に人間資産会計は適
していないのか。会計は環境の異なるすべての事象を同じに取り扱うのではない。それぞ
れの国の商慣行に対応した会計処理が認められるべきである。当然、欧米の環境に適した
人間資産会計も模索されるべきだと言える。
欧米企業と日本企業との違いは、武田[2010]にも記述がある。
「欧米企業と違い日本企業は、構成員が担当する職務の範囲や職責が明確に限定されて
いない組織であり、新規学卒採用後から定年退職するまでの継続採用という長期の雇用関
係を仮定した組織である。［文脈は公私の関係を熟成することも大事という経営学でいうイ
ンフォーマル・グループの話の中で使っているが］（武田[2010]P.6 抜粋）」
日本企業のように長期の雇用契約を想定しているなら、企業はリスクを許容していると
いえるのではないか。債務性もうかがえるのではないかとも考えられる。
また、武田[2010],P.26-37 には、新日鐵と日立製作所の採用計画に関する人事担当者の
証言が紹介されているが、その証言と著者のコメントを読んでいると企業内で問題になっ
ていることは終身雇用制に対するものではなく、多様な雇用形態が増えたことによる人間
関係の難しさを解消していくことだということが伺える。巷で叫ばれている終身雇用廃止
などということについては特に考えられているようではなかった。
第２節 人間資産会計に関する先行研究
第１項 ヒトという経済的資源
その性質上、ヒトをそもそも財務諸表に載せるべきではないという主張が当然あると思
われる。しかし、ヒトは、モノと同様に経済的資源として企業の中で生産要素として扱わ
れている。また、雇用契約をはじめとするヒトに関する様々な商取引は経済的事象に含ま
れるとも考えられ、会計の対象であると言える。
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第２項 人間資産会計概要
まず、先行研究をもとに人間資産会計の概要を、私見を踏まえまとめたいと思う。
（1）人間資産会計の目的
人間資産会計とは、ヒトという経営資源を財務諸表上に認識する試みであり、1970 年代
に盛んに議論され、若杉[1979]を始め様々な研究者がその学問体系の構築に挑戦した制度
会計の一分野である。
人間資産(ヒト)をオンバランスすることにより、経営者に責任を持たせ長期的な視点で
経営を行う誘因になることを主な目的とすると考えられる。
若杉[1979]の人間資産会計の目的に触れる部分（P.21）を紹介したいと思う。
「人間資産会計は決してたんなる人間資産の貨幣的測定とその伝達利用を通じて人を
管理し、企業の経営効率の上昇だけを意図するものではない。むしろ人間資産会計の真の
目的は、人間資産会計を通じて、企業の経営者に対しては組織のあり方や人事政策の核心
にふれた重要性を示し、また利害関係者に対しては、人間資産の情況や経営者の人間資産
に対する取り扱い方を正しく評価せしめることによって社会的プレッシャーとして、経営
者に間接的に人間資産に対する正しい取り扱い方を促すことにより、結果において企業内
の人々にやる気をよび起し、生き甲斐をもたせ、その結果として企業の経営効率の向上を
期待しようとする点にある。これが筆者の抱く人間資産会計観である。そのために人間資
産会計を展開するにあたっては、会計学的手法だけではなく、社会心理学、経営学、行動
科学、統計学その他学際的なアプローチを総合的に導入し、これを適用することによって
はじめてその真の目標を達成することができる。」
これを見てわかるように、財務会計での外部報告以外にも管理会計での利用も前提に入
れていることが分かる。若杉[1979]は、貨幣情報だけでなく非貨幣情報の開示や分析を視
野に入れられていた。他分野との連携は貨幣額以外の情報を付加することにつながるが、
これはあくまでも人的資源管理（HRM）やインベストメント・リレーションシップ（IR）の
分野の話であり、統一した基準として利用することは難しいのではないかと考えられる。
IRであれば、Barry社などの付属明細書のような形で投資家に開示する例があげられる（二
村[2002]参照）。
若杉[1979]の研究の特徴は、非貨幣項目を人間資産会計の対象として想定していた点に
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あると考える。
（2）人間資産会計の特徴
人間資産会計の特徴は以下に挙げられる（若杉[1979],黒川[1994],加藤[2006]参考）。
 支出は人材獲得費、研修費のような支出先行型と内規の給与体系に基づいて支給され
る従業員給与といった将来支出型の２つが考えられる。
 オンバランスにおける手法はコストアプローチによる検討とインカムアプローチによ
る検討が考えられる。
 企業内部の報告である管理会計的な人間資産会計と企業外部の報告である財務報告を
目的とした人間資産会計が考えられる。
 IAS に記載されているオンバランスされるための要件としては、資産の定義である「過
去の事象または取引の結果」「経済的便益の流入の蓋然性」「支配」の要件を満たすこ
とだと考えられる。
スカウティングによる人材獲得費や研修費や派遣などの人材開発費などは、現在販売費
および一般管理費として人件費として即時費用処理していると考えられる。しかし、その
効果は将来の経済的便益に結びつくのではないのかとも考えられる。このため、当該支出
を資産計上したものは、現金等の流出が先行して行われる支出なので、「支出先行型】の人
間資産」と呼びたい。
開発費の資産計上がなされた場合は、それとの類似性で、この支出先行型の人間資産の
経済的便益流入の蓋然性が検討され、オンバランスされればその経済的便益の及ぶ範囲で
償却がなされるということも想定されうる。前章の最後 (第３章 第２項 自己創設無形
資産についての展望 P.29) で指摘したように、オンバランスするには利益との結びつきが
重要となっており、開発費の資産計上の６要件に準じた条件が満たされれば同様にオンバ
ランスされることも考えられる。しかし、スキルアップの成果がヒトという性質上客観的
につかみづらく、利用販売するようなことは難しいため識別可能性も満たしていない。利
益との結び付きも、研修や実習が、全く実りのないものになる状況から一生利益を生み出
し続けるスキルになるかもしれない状況まで幅が広くどうしてもオンバランス要件も定性
的なものになりがちである。
利益との関連性の薄い資産を記載することは適切な財務報告とは言えないので、支出先
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行型の人間資産は開発費の資産計上以上に困難であるといえる。
他方、給与体系に則り退職するまで支給される従業員給与を割引現在価値で計算し、現
在生じている支払義務として負債に認識し、その額で資産に両建計上したものは「将来支
出型の人間資産」と呼びたい。
また、野球球団やプロサッカーチームにおける選手や、アパレルメーカーにおけるデザ
イナー、専属モデルなどは年棒制が取られておりその契約も複数年契約であり、その期間
内は「自社に損害を与えるようなことを禁止する」「他社の製品には関わらない」という規
約がありうるだろう。その場合には、現在の支払義務が生じ、支配も及んでいると類推で
きるため、資産と負債を認識することが可能であると考えられる。この考え方によれば、
最近よく見られる外国人CEOも同様にオンバランスすることは可能であると考えられる。
ここでは認識することが可能としているが、その契約によっては認識すべき事例も存在す
るのではないだろうか。
なお、先行研究を考えてみても、コストアプローチでのオンバランス化の検討が現実的
であると考える。コストアプローチでは客観的に把握可能な取引によって生じており、経
営者の裁量の余地が生じないが、インカムアプローチでは、キャッシュフロー見積法での
測定がなされるために主観的な価値が介入し、自己創設のれんが計上されてしまうおそれ
がある。キャッシュフロー見積法の用途は、企業会計の中でも減損会計といった限定され
た分野のみであり、あくまで取得原価の枠内で利用されている。よって、取得原価主義が
基本であると考えられる現在の会計の中ではコストアプローチでの検討がふさわしいと考
えられる。
（3）本稿での研究のスタンス
コストアプローチによって、支出先行型と将来支出型の二つの人間資産を制度会計の枠
内で検討することを研究のスタンスに位置付けたい。
その中で支出先行型の人間資産は、第２章で取り上げた開発費での検討を活かし、将来
支出型の人間資産は、後述するリース会計の使用権モデル（ニューアプローチ）を使い考
察したいと思う。本稿において中心となる検討は、将来支出型の人間資産である。将来支
出型の人間資産の方が支出先行型の人間資産よりも企業に与えるインパクトが大きく、人
間資産の根幹にあたる部分と言えるからである。
なお、人間資産会計といっても、内部報告のものは、HRM（Human Resource
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Management）の範囲であり、また、制度会計ではない CSR（Company Sustainability
Responsibility）報告書などの外部報告であっても非貨幣情報の開示は、IR（Investor
Relations）の分野であり、これらは企業の裁量で行って構わないと考えられるため、本稿
では取り扱わないこととする。
（4）人間資産会計を行うメリット・デメリット
若杉[1979],黒川[1994],加藤[2006]を参考にしながら、人間資産会計を行うことで考えら
れるメリット・デメリットを改めて洗い出してみたいと思う。
【メリット】
 人間資産がオンバランスされることで、財務諸表が人間資産の分だけ膨らみ、経営者
の責任が拡大し景気に左右される無計画な採用計画を行わなくなる。
むやみに人材を採用することは、資産が膨らみ資産の効率性を図る ROA などの指標に
影響し、人材採用の方針でも経営者の裁量が判断されることになる。
 固定資産に対してヒトを多く雇いヒトの活躍により業績が変動する企業であるコン
サル会社や SI、コンテンツ配信メーカー、人材派遣会社といった企業とそうでない企
業を同じ土俵で評価することが可能になる。（具体的には、オービック、スクエアエ
ニックス、リクルートなどを想定している。）
ヒトの力を中心にして収益を稼ぎ出している企業は、装置産業とは反対に固定資産を持
たないため資産効率が高くなるはずである。企業価値評価では、桜井[2011]が言うように、
将来利益にオフバランスされているヒトの価値は含まれてくるので企業価値上の問題は少
ないように思えるが、少なくとも貸借対照表評価は異なるといえる。
 将来の支払いが想定される支出をもとに計上されることで、投資家が企業を評価する
判断基準となりうる。またそれにより的確な給与水準が求められ、適正な利益配分が
行われると考えられる。
ヒトを雇用することでのリスクが財務諸表上に反映され、それをもとに将来利益を推定
することができる。利益との関連性が見やすくなり、給与の額が調整されるのではないか。
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【デメリット】
 企業が正規社員の採用を控える誘因ともなりうる。
ヒトを正規社員として雇用することで、自己資本比率や負債比率の増加につながり、採
用を差し控える傾向が高まることが想定できる。
 計算の煩雑さがあるために企業に負担を強いることになる。
 会社法や税法との関係で配当規制や課税範囲を改める必要が出てくる。
（5）具体的な会計処理
現在、考えられる人間資産会計の会計処理を挙げたいと思う。
1.人的資産の獲得【将来支出型】
(借方)人的資産 (貸方)将来給与(将来給与支出の割引現在価値)
2.人的資産の能力開発支出等【支出先行型】
(借方)人的資産 (貸方)現金
3.人的資産の償却
(借方)人的資産償却 (貸方)人的資産償却累計または人的資産
4.給与等の支出(各期) 【将来支出型】
(借方)将来給与 (貸方)現金
(借方)支払利息
5.会社の従業員の一部が余剰になった時（関連会社への配置転換等）
(借方)人的資産価値損失 (貸方)人的資産償却累計または人的資産
(借方)将来給与 (貸方)将来給与取崩益
↓
(借方)将来給与 (貸方)人的資産償却累計または人的資産
6.退職金の支払により従業員を解雇した時
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(借方)人的資産価値損失 (貸方)人的資産償却累計または人的資産
(借方)退職金（費用） (貸方)現金
(借方)将来給与 (貸方)将来給料消滅益
↓
(借方)将来給与 (貸方)人的資産償却累計または人的資産
(借方)退職金（費用） (貸方)現金
［黒川(1994)より筆者一部加筆修正］
（6）現在考えられる人間資産に関しての問題点
ここまでで挙げられた人間資産に関しての問題を列挙したい。
≪会計処理に関する問題≫
 人間資産に減価償却、減損は生じるのか。また減価償却の対応について
 将来支出型での両建計上によるオンバランスのインパクトは
 将来支出型での毎月発生する支払利息の意味
≪投資家の意思決定有用性に関する問題≫
 人間資産会計が現在の雇用形態を如実に表しているか
 投資家の意思決定に有用であるか
≪オンバランスに関する問題≫
 ヒトは自由意思で辞められるため支配が及んでいるかに疑問がある点
 経済的便益はあると考えられるが、その蓋然性や測定は不可である点
 何を根拠にオンバランスするのか（法律、実績率、その他）
以上の問題をすべてクリアした時には、かなり高い可能性でオンバランスは可能となる
と考えられる。
第３項 先行研究の紹介
ⅰ.若杉[1979]における人間資産会計
若杉[1979]は、1970 年代の人間資産会計にいち早く取り組み、人間資産会計の基礎をつ
くったといえる。若杉[1979]の特徴は、認識については貨幣情報のみならず、貨幣に結び
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つく非貨幣情報の開示も考察の対象としていた。その非貨幣情報の把握のためには、社会
心理学や経済学などの他の分野の考え方を取り入れる挑戦も行っていた。すなわち、財務
会計だけでなく内部利用のための管理会計、人材管理、また外部者への開示なども視野に
入れた幅広い人間資産会計を想定していた。それだけに制度会計での人間資産の認識の問
題については検討があまりなく、その問題は黒川[1994]に引き継がれたと言えるだろう。
(1)非貨幣情報（定性情報）について
若杉の研究の特徴は、非貨幣項目を人間資産会計の対象として想定していた点にあると
考える。非貨幣情報の考え方について確認したい。
若杉[1979]では、非貨幣情報の利用可能性を広くかつ重要であると考えている。たとえ
ば、企業内の事業部、部門、作業集団等の各組織単位別にリカート（Rensis Likert）教授
の提唱する社会心理学的手法を用いた組織特性の測定を行なうならば、各組織単位の特性
が情報化され、組織の現状を認識し、望ましい特性をもった組織単位については、その維
持に努め、望ましからざる特性をもった組織単位については、改善していくといった利用
を想定している。
また、非貨幣情報の利用の根幹にあるものは、経営者や管理者に組織の在り方が企業活
動の遂行にとって重要であるかについて自覚をもたせ、認識を高めることである。このこ
とは、経営者や管理者が人間資産会計の意義を認めて、これを自らの企業や組織単位に導
入するかどうかを決する基礎的条件をなすものであって、人間資産会計成立の前提ともい
うべきものである。非貨幣情報は、内部情報としての利用が前提とされていることが分か
る。
非貨幣情報を貨幣的情報と関連付けて利用することによって、組織を理解し、企業活動
を行っていく。組織の在り方や特性の重要性を認識したうえで、貨幣的および非貨幣情報
の測定、伝達、利用が、展開されなければならない。
さらに踏み込んで、非貨幣情報を財務諸表に含めて開示することも検討していたことが
うかがえる。インベスター・リレーションズ（IR）と同様に非貨幣情報は、資本コストに
影響を及ぼすことが考えられる。すなわち企業全体について、もしくはこれに加えて主要
な組織単位である事業部などについて組織特性を測定し、これを公表するならば、これを
企業の収益性や生産性などを表わす指標と併用して利用することによって、企業の現状や
将来の動向を正しく観察し、評価することが可能になる。
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このような観察の方法をとった場合、貨幣情報によって表わされる企業の現在の収益力
や財務流動性が良好であっても、企業全体の、あるいは主要な事業部の組織特性が好まし
からざる測定値を示す場合には、それは人間資産の食いつぶしによるみせかけのものであ
る可能性が強いと考えられる。この状況では、現在の良好な経営成績や財政状態も長続き
する可能性は少なく、長期的には当該企業の安定性や成長性は期待しえないものとみなけ
ればならないであろう。投資家は考慮するべきリスクを考慮して企業価値評価できること
になる。また貨幣的測定値と非貨幣的測定値とを数期間にわたって時系列的に対比するな
らば、企業のすう勢分析が有効に展開されると考えられる（若杉[1979]P.41-42参照）。
このように、定量的な情報だけでなく定性的な情報も開示することを念頭に置いていた
ことが伺える。財務報告の前提を覆し、新たな財務報告の形を考えていたように思える。
またフルムホルツの「個人価値測定論」やリカートの「行動科学的変数法」などの方法を
用い、非貨幣情報を貨幣情報に変える試みを行っている。
(2)人間資産会計における意思決定有用性について
若杉[1979]の考える人間資産会計における意思決定有用性について触れておきたいと
思う。
若杉[1979]では、投資家の意思決定のプロセスを不安視している。たとえば、経営者が
人的資源を酷使するといった今後の成長を考えない短期的な経営を行い、収益性や財務流
動性、生産性の指標で高い結果を出したとする。しかし、企業の見かけの成長が著しいと
しても、人的資源の食いつぶしの結果であるから長期的には形成は一変することがあると
考えられる。企業について、企業の定性的な情報を開示することは投資家や債権者、取引
先、その他の企業外部の利用主体に相当な効果を及ぼすことが期待できる。また、裏を返
すと、現在は収益性も成長率も目立つほどのものでないとしても、企業の組織特性の優れ
た会社は長期的にみて有望なものと評価することができると考えられる（若杉[1979],P.43
参照）。
しかしながら、やはり制度的に、人間資産会計の定性的な情報を開示することは難しい
だろう。たしかに投資家がその情報を参考にすることは多いが、行動科学変数法などにお
けるアンケートの実施方法によっては作為的にもなりかねない。また、さまざまなビジネ
スモデルが台頭してきた現在では、定性的な情報を測る尺度の選択も業種間で統一したル
ールにすることは難しいだろう。
-43-
これは、IR情報としてCSRレポートなどを通じてそれぞれの企業が独自に開示されるべ
きものだと考える。現在では、IRを通じて、企業の定性的な情報が開示され、主に数値を
重視する意思決定は実施されていないように感じる。またCorporate Social
Responsibility（CSR）の重要性がうたわれ、企業活動の成果だけでなく、社会的な意義や
ステークホルダーへの貢献が重視されてきている。ただし、人的資源の定性的な情報を考
慮している投資家はどれだけいるかは不明である。
CSR報告書などを通じて、企業の組織特性をアピールし、長期的な経営を行っている企業
もあり、非貨幣的情報の開示は拡大してきていると考えられる。
(3)人間資産の測定について
①人間資産の測定についての方向性
若杉[1979]では、人間資産会計を通じて開示される情報は、「人間資産が獲得・開発さ
れて企業の目的活動の遂行のために利用されている状況のもとにおいて、それがどのよう
に維持されており、現状がどうなっているかを示す情報である」とある。
この人間資産の現状を表す情報は、大きく二つの方法によって作成できる。第一の方法
は、支出原価あるいはこれに類する測定法によるコストアプローチであり、第二の方法は、
経済価値法を始めとする人間資産の現在価値を測定するインカムアプローチである。それ
ぞれの検討を確認してきたい。
前者のコストアプローチによれば、人間資産の現状情報は、人間資産の獲得・開発にあ
たって支払われた支出額を除いた額が将来の期間に繰り延べられる。この将来の期間に繰
り延べられる額をもって人間資産の現状を表わすものとする。
後者のインカムアプローチによれば、ある組織単位が将来の一定期間中に獲得すると予
測される正味現金受取額の流れの現在価値合計をもって、当該組織単位の現状を表わすも
のとする。インカムアプローチによれば、各期末における人間資産の現状は、それぞれの
期末ごとに独立に測定されることになるが、支出原価法のように過去の投資支出を期間配
分して、費用の流れを数期間にわたって連続的にとらえない。
どの測定法を用いて人間資産の現状を測定するかによって、現状情報の測度は相違する
が、諸測定法のなかから一つの測定法を選択採用したならば、恣意性を排除するために毎
期継続的に適用することが必要である。
ただ注意すべきことは、人間資産の獲得・開発情報は、支出原価法またはこれに類する
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測定によらなければ、測定しえないが、現状情報の測定にあたっては、人間資産の獲得・
開発情報および現状情報の測定にさいして、支出原価法を一貫して適用することとし、こ
れに加えて、必要に応じて現状情報をそれ以外の方法によって測定し、利用するのが合目
的的であると考えられる。現在の会計基準では、物的資産や金融資産についても取得原価
での測定が一貫されており、人間資産についてもコストアプローチで測定することが至極
合理的であると言える。
また、若杉[1979]は、コストアプローチとインカムアプローチといった測定法を並列に
適用し、多角的な情報要求に応えることができると考えている (若杉[1979],P.46参照)。
②支出原価法（コストアプローチ）の長所・短所
人間資産会計における、コストアプローチは、人間資産の現在価値や増減変動などを人
間資産の獲得、形成、開発に要した実際の支出額をもって、あるいは実際の支出額に基づ
いて測定する方法である。
まず、コストアプローチにおける事実認識の基本的な考え方を確認したい。人間資産の
獲得、形成あるいは開発のために支出された金額は、それによって新たに獲得、形成され
た人間資産、あるいは支出によって開発され質的に高められた人間資産の現状を表わすと
いう考え方に基づいている。したがって人間資産の獲得、形成、開発が行われた時点にお
いて、そのための投資額が人間資産を現在の就業状況におくに要する経済的犠牲を表して
いると考えるのである。この方法によれば、したがって物的、金融資産の会計における減
価償却の考え方に従って、人間資産は時の経過や使用による減価、陳腐化、不適応等の経
済的原価、その他の理由に基づいて、一定の耐用年数にわたって計画的に償却が行われる
ことになると考えられる。その場合の毎期償却費は歴史的原価に基づいて評価されること
になる。
人間資産の認識における基礎的な考え方として、人間資産を獲得、形成、開発した時点
においては、支出額が人間資産を現状におくに要する犠牲を表わすという考え方は妥当性
をもち、また支出原価は実際の支出額に基づく評価額であるから、検証可能で客観性が大
であり、信頼性も大きい。コストアプローチによれば、他の資産と同一の評価基礎により
測定することにつながり、合理的であると言える。それゆえ、人間資産の獲得、形成ある
いは開発の行なわれた時点における測定にあたってはきわめて適切な値をうることができ
る。また人間資産の償却を行なう場合においても、人間資産への投資支出額に基づく帳簿
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価額が投資からの公益の享受に応じて、毎期償却費として費用化されることになって、計
画的な費用配分を行うことができる（若杉[1979] P.90～人間資産の会計測定法 参照）。
若杉[1979]では、スカウティングによる人材開発費や人的資源の能力を向上させるため
の研修といった支出先行型の費用を、人間資産として計上することを想定しており、将来
支払われる給与といった将来支出型の人間資産の検討を行っていない。
また、コストアプローチで計上し費用配分することによる利益平準化のメリットにも簡
単に触れている。
③ 経済価値法（インカムアプローチ）の長所・短所
インカムアプローチとは、企業やこれを構成する組織単位の経済価値を将来の一定期間
において企業や組織単位が稼得する利益を見積もり、現在価値に割引計算し、その中に占
める人間資産の割合をもって人間資産の評価額とするものである。
具体的な計算方法は、企業が現在保有する人的、物的、金融資産を稼動して、将来の相
当期間にわたり毎年一定の純利益を獲得しうるものと考え、これら将来における純利益の
流れを一定の純利益を獲得しうるものと考え、これら将来における純利益の流れを一定の
割引利率と利益が持続すると予想される期間とをもって、現時点にまで割引計算を行ない、
企業全体の現在価値額とみなす。次に人間資産投資率14である一定の比率を企業全体の現
在価値測定額に乗じて、人間資産の評価額とするのである。
インカムアプローチは、次のような基本的な考え方に立脚している。資産というものは
本来企業の目的活動の遂行に貢献しうる用役提供能力にほかならない。営利を目的とする
企業に対して企業の貢献しうる能力とは結局、直接または間接に企業の利益獲得に役立ち
うる能力にはかならない。いいかえれば、資産は将来において企業に対して利益をもたら
しうる力の蓄積されたものであると概念するのである。このような考え方に基づいて、企
業の有する資産価値を評価するにあたっても、当該資産がその利用しうる期間内において、
毎年企業にもたらしうる利益の流れの額を見積もり、これを一定の割引利率によって現在
価値に割り引いたものをもって資産の価値とする。このような価値はまさに資産の公益価
値にほかならない。
人間資産についてみるならば、個々の従業員またはその集団たる人的組織の価値を、彼
14人間資産投資率（the ratio of human assets to total assets）とは、企業の総資産へ
の投資額中に占める人間資産への投資額の割合をいう。
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らが直接または間接に企業の利益獲得活動に貢献しうる能力であると考え、その評価にあ
たっては、人間資産が将来において年々企業にもたらしうる利益の流れの予想額を見積も
り、これを現在時点に割引計算し、その評価をもって人間資産の価値測定額とする。この
評価法は物的、金融資産はもとより、人間資産についても、資産を用役提供能力のかたま
りとみて、用役の費消によってもたらされる利益の流れからその資産価値を測定するもの
であるから、経済的にみてもきわめて合理的な資産概念を前提とし、それに則した評価法
として高く評価されなければならない（若杉[1979] P.90～人間資産の会計測定法 参照）。
本稿でいうコストアプローチが支出原価法であり、インカムアプローチがここでいう経
済的価値法である。ここでは、コストアプローチとインカムアプローチの長所短所が説明
されている。たしかに、インカムアプローチに関しては、本源的な価値を求めるプロセス
としては有用かもしれない。しかし、財務諸表に計上される財務情報は財務報告の目的に
適っている前提の上で、客観性が確保され、かつコストアプローチの考え方が一貫されて
いる。インカムアプローチによって資産価値を測定する場合、主観的な見積もりによって
実際の取引価格を超えた部分である自己創設のれんが計上されてしまう。自己創設のれん
を計上することは、財務報告の目的に照らして否定されているので、インカムアプローチ
を外部報告である制度会計の中で利用することは、不可能である。よって、私の研究の中
ではコストアプローチによる計上を試みたいと思う。
(4)支出原価と機会原価
若杉[1979]では、コストアプローチをさらにブレイクダウンし、原価概念について確認
している。原価概念はその本質を基本的にどのように把握するかによって、支出原価
（outlay cost）と機会原価（opportunity cost）の二つに分けて把握される。支出原価概
念は、原価を貨幣支出と結びつけて認識しようとする考え方に基づくものである。これに
対して機会原価概念は、希少な経済財を代替的な諸用途のいずれか一つに充当することに
よって、他の用途への充当が断念されるという考え方に基づいて原価を認識するものであ
る。
二つの原価概念の考え方が違うだけに、アプローチも異なっている。支出原価概念によ
れば、一定の財の費消にともなう原価は、当該財の取得に要した貨幣支出額によって測定
される。これに対して機会原価概念によれば、一定の財をある用途に充当したならば、得
られるであろうと予測される利益概額によって測定される。
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これらの概念を踏まえて人間資産コストにおいての意義を考えてみたい。人間資産の支
出原価は、人材の募集、採用、教育訓練、就業、組織単位の形成、開発、運用等いわゆる
人間資産の獲得、開発、利用活動の結果として実際に発生した経済価値の犠牲を表してい
る。これら人間資産の支出原価は基本的に上記の諸活動にともなう実際の支出額に基づい
て測定される。これらの諸活動にともなって必要とされる支出の効果が、支出の行われた
年度にだけでなく、将来の年度にわたって発揮されると予測される場合には、支出原価額
のうちからこれに対応する一定額を人間資産に計上することができる。このようにして人
間資産コストの資産化が行われる場合には、資産価額は支出原価に基づいて測定されるこ
とになる。
資産化された人間資産の支出原価は、時間の経過につれて償却され、将来のいくつかの
年度に配分される。あるいは将来の期間において償却が完了しないうちに、人間資産が退
職、疾病、技術の陳腐化などの理由によって減耗する場合には、支出原価の資産価額は臨
時的に損失として処理される。このように資産化された人間資産の支出原価は正規の償却
や臨時損失によって費用化されることになる。つまり、人間資産の獲得、開発、利用、に
関連した人間資産投資に関する記録を通じて、人間資産投資とその費用化の状況を測定把
握する場合において、支出原価は有効な測定値として利用することができ、また人間資産
会計におけるその利用の途はきわめて広範囲にわたっている。これは現在の企業会計基準
の基礎である取得原価での測定を一貫して行っているからである。
次に人間資産に関する機会原価について考えたい。人間資産に関する機会原価は、人間
資産の獲得、開発、配置、利用などの問題に関する期間計画設定や個人計画設定にあたっ
てその有効性を発揮することができる。たとえば、ある技能を持った人材であるＳ氏を職
場Ａ、ＢおよびＣのいずれか一つに配置するにあたって、どの職場に配置するのがもっと
も有利であるかの意思決定を行なう場合を考えてみよう。Ｓ氏を各職場に配置する場合の
Ｓ氏にかかわる人間資産コストを支出原価概念で測定するならば、各職場にＳ氏が配置さ
れた場合に必要とされる諸支出すなわちＳ氏の給与、交際費その他の支出が人間資産コス
トとなると考えられる。これに対して機会原価概念をもって測定するならば、Ｓ氏がＡ,
ＢおよびＣの三つの職場に配置されたとした場合に獲得されると予測される各職場におけ
る利益の増加額をまず見積もる。そしてもしもＳ氏をＡの職場に配置するとした場合の職
場ＡにおいてのＳ氏にかかわる人間資産の機会原価は、仮にＢまたはＣの職場に配置され
たとしたならば、獲得されると予想されるＢおよびＣの職場の利益増加額のうち、大きい
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ほうの増加利益として測定される。これがＳ氏を職場Ａに配置した場合の人間資産コスト
となるのである（若杉[1979],P.57参照）。
若杉[1979]では、実際の雇用上のシチュエーションに応じて、測定方法を支出原価だけ
でなく、機会原価や取換原価を併用し、利用しようと考えていたことが窺える。しかし、
機会原価は主観的な見積もり計算の結果求められる金額であることや、取換原価であれば
人材の流通市場が存在している場合のみ有効と考えられるため、この二つの概念に関して
はコストアプローチから除きたいと考えている。
(5)人間資産に関するコストについて
人間資産コストの概念は、人間資産に関する投資費用を分類し、その分類に従ってこれ
を測定し、その結果を情報に編成するにあたって基礎をなすものである。概念規定を明確
にしておくことで、人間資産コストに内包されるものとその外延とが明らかになり、その
分類のための枠組みが与えられることになる。
若杉[1979]は、人間資産コストを、「人組織体が、その目的遂行のために人材を募集・
採用し、教育訓練を施して、就業せしめることにより、あるいは組織単位形成し、開発し
てこれを運益することによって費やされた、もしくは費やされると予想される経済価値の
犠牲を貨幣的に測定表示したものである」と定義している。
また若杉[1979]は、人間資産に関する語句について細かい定義を与えている。
組織体とは、「人間資産コストの発生しうる主体としての営利、非営利を問わず、企業
全体およびその他の組織全般を指している」と定義している。少なくとも一定の共通の目
的を達成するために複数の人間が構成員となって形成された組織については人間資産会計
を適用することができ、そこにおいて人間資産コストの発生が認められると考えられる。
このようにして、人間資産会計を実施することのできる可能性をもったすべての組織体が
ここに人間資産コストの発生する主体として前提されることになる。
人材とは、「組織を構成する単位としての個人をさしており、企業に例をとれば、経営
管理者、従業員などの個々人」と定義している。人材の募集、採用とは個人を組織体の一
員として確保する活動をさし、教育訓練とは新たに組織体の一員になった個人あるいは、
すでに前から組織体の構成員となっている人達の能力、技術等の資質を高めるための活動
をさしている。さらに就業せしめるとは組織体の一員として一定の資質を備えた人達を組
織体の目的の遂行のために働かせることをいう（若杉[1979],P.55参照）。
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若杉[1979]の特徴は、さらに人間資産コストを活動別、すなわち機能別や発生形態別、
間接費や直接費による分類、管理可否に分類し、財務情報を内部利用する原価計算や管理
会計などでも利用できる会計データとしての基礎を構築した。それぞれの説明は若杉[1979］
のP.62-78に記述があるが、そのなかでも特徴的なもののみを紹介したいと思う。
まずは、機能別分類について、大きく獲得費、学習費、利用費、組織形成費に分けてい
る。それぞれの性格や処理方法が記述されているが、その中でも本稿でも取り扱う獲得費・
学習費と利用費について確認したい。
①獲得費・学習費
獲得費と学習費とは、企業の人材獲得・育成にかかる費用である。本稿では、支出先行
型として扱っており、自己創設無形資産と同様のオンバランス基準によって計上されると
考えている。
若杉[1979]で、特徴的な考え方は、獲得費の中で細分化された募集費にあらわれている。
募集活動は、企業内の組織に設定されている既設のポジションの空席や新たに設けられた
ポジションなどに人を配置するために適切な候補者を探し出す活動であり、この活動にと
もなって生ずるコストが募集費である。求人広告費、求人手数料、求人のための出張旅費、
人事部の募集担当者の給与や賞与、募集活動に関する事務管理費その他の募集活動関係の
支出が募集費の内容をなす。これらの募集活動に関する費用は、採用が決定された人に関
するものも、不採用に終った人に関するものも、すべてこの募集活動関係費用に包含され
る。採用されなかった人について支払われた募集関係の支出も、別個の費用あるいは損失
として処理することなく、採用者の募集にあたって不可欠の支出として募集費に含めなけ
ればならない。固定資産の取得に伴う付随費用の原価参入と同様の理論によりオンバラン
スを検討している。
獲得費と学習費といった人材の獲得・開発に関係する費用は、その支出の結果としての
効果すなわち用役可能性が当期だけに発揮されることなく、次期以降の期についても持続
して発揮されることが合理的に予測される場合には、支出額のうちそれに相当する分はこ
れを人間資産として資産化し、これを貸借対照表資産の部に計上することができる。
人間資産が、資産の定義を満たした場合には、この考え方で獲得費と学習費を計上でき
る可能性を見いだせるが、現状の基準上では、資産の定義を満たすことが困難であること
から、オンバランスすることは難しいと考えられる。具体的なオンバランス化の障害につ
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いては、次項（第４項 人的資源のオンバランス化の検討，P.54）で触れたい。
また支出先行型はそのインパクトが少ないことから、本稿では、詳しく取り扱わないこ
ととする。
②利用費
人間資産の利用費は人間資産の提供する労働用役を費消したことに対して従業員や管
理者に支払われる対価をいう。利用活動は企業の各種経営活動であり、これには製造活動、
販売活動、一般管理活動などがある。利用費はこれらの活動にともなって発生するが、そ
の内容は賃金給与、役員報酬、従業員賞与等前述のように分類される。
人間資産の利用活動に関する支出は一般に当期に提供され、費消された労働用役に対す
る対価であるから、支出のあった期もしくは当該コストの発生した期の費用として処理さ
れる。ただし、利用費であっても人間資産の獲得・開発に貢献したものは、製造業におけ
る労務費が製品の原価に含められて資産化されるのと同様に、人間資産のコストに含めて
資産化されていると考えられる。よって、人間資産の利用費においては、費用収益の対応
が図られていると言え、損益計算書上の問題は生じないと考えられる。
現在の会計基準においては給与、報酬、賞与といった利用費は、用役の費消という論拠
によって費用化されている。本稿で主に検討している雇用契約当初において将来の支払給
与総額を両建て計上するオンバランス方法についての記述はなく、若杉[1979]では考えら
れていないように考えられる。
若杉[1979]では、人間資産の獲得・開発コストと利用コストで取り扱いが著しく相違し
ていることを指摘している（若杉[1979],P.71参照）。本稿では、利用コストの中で資産と
して計上されるものが「将来支出型の人間資産」であると考える。将来支出型の人間資産
の特徴は、その負債性に依存すると言える。将来支払われるだろうと予測される給与・賞
与を額に注目し、その負債性から財務諸表に認識し、資産として認識されたものである。
負債性の有無が将来支出型の人間資産の論点となっていることがオンバランスのプロセス
から理解できるだろう。
また、獲得・開発コストの中で資産として計上されるものが「支出先行型の人間資産」
であるとする。支出先行型は、人間資産コストの支出が先に行われ、その資産性が認めら
れオンバランスされたもので、その後、将来その経済的便益が及ぶ期間に対応させる形で
費用化される。支出先行型人間資産
利用した労働の対価か」
以上の、人間資産コストについてまとめると
言える。
図 5 人間資産の資産化及
（若杉[1979]P.7より抜粋
ⅱ.黒川[1994]による人間資産会計
黒川[1994]の研究は、
会計を当時の制度会計で
認識上の問題を黒川
えている。
属性要件とは、資産の
レームワーク」が整備されているが
表は期間未解消項目を収容
収入、③支出・未収入、
リース資産のような「「
いうことは、もともと貸借対照表能力
もこのような枠組みでは
一般的な共通理解として
また黒川[1994]では、
るいは少なくとも支配下
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での論点は「将来の経済的便益につながるか
であると考えられる。
以下の図のような取り
び費用化モデル
）
前述したように会計理論的な検討が多く、若杉
捉える挑戦だったと言える。
[1994]は属性の問題・空間の問題・時点の問題
定義に適合するかどうかである。現在では
、黒川[1994]は、収益費用アプローチから
したものと考え、資産を、「①支払い手段
④支出・未費用」と捉えている。
未支出・未費用」項目が生成関係において
の埒外のもの」であって、同様
資産として認識できないとしている。この考
存在していないため、参考とする。
資産計上する前提として、当該人的資源を会社
に置いている)と考えることができるのかという
（資産性）、
扱いになっていると
[1979]の人間資産
に分けて検討を加
、「財務会計の概念フ
、貸借対照
のほかに、②収益・未
「未支出」であると
の人的資源について
え方は、興味深いが、
が所有している(あ
点で検討を行っ
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ている。奴隷制度でもないかぎり、厳密に言えば、会社が人的資源を所有するなどという
ことはあり得ない。しかし、合併や買収をみれば明らかなように、それらが、包括的には
売買譲渡の対象にもなりえるのである。また、所有を支配という概念に緩和すれば、会計
エンティティ内の資源と言うことができる。
現在では、2006 年には「財務会計の概念フレームワーク」が ASBJ によって整備され、
資産の定義15の中に、「支配16」の要件があるのでその定義に当てはまれば属性を満たすと
考えられる。支配とは、所有権の有無を問わないとあるため、人間資産も単純には否定さ
れない。
空間要件とは、資産に関しての、エンティティによる会計対象となる資源の所有や支配
の有無である。資産の概念、たとえば、我が国商法の現代的な解釈では、当該資産の「①
処分機能を会社が有するという意味で会社の支配下にあり、②原則として換金可能性を有
していること」が貸借対照表への資産計上可能となる要件である。財産的な価値のあるも
のに対する所有権の存在は、当然ながら該当する。
しかし、近年のリース取引を端緒として、従来のように、所有権を保持するエンティテ
ィ側で、リース対象資産を当該エンティティ資産として計上する慣行が問題となった。所
有権がなくとも「会社が使用収益ないし処分機能を有しており、経済的便益を排他的に享
受できる」すなわち、「その財を自由に利用したり、処分したりできる力」という意味での
「経済財に対する支配」があるならば、資産として認識できるというように要件の拡張が
みられたのである。
つまり、リース会計が整備されてきた結果、空間要件は「経済財に対する支配」と考え
られる。
時間的要件とは履行のタイミングの要件であり、購買過程における取引タイプを(支出と
財貨流入それぞれを時間軸にそって現在と将来に二区分することにより)、①現在支出・現
在流入、②現在支出・将来財貨流入、③将来支出・現在財貨流入、④将来支出・将来財貨
流入の合計４つに分類すると、④の将来支出・将来財貨流入が未履行取引なる。この未履
行取引は、前述したように、伝統的な損益指向枠組では会計取引として認識されない。し
かし、このような取引を約した契約が将来確実に履行されるという約定の確定性を前提と
15資産は「過去の取引または事象の結果として、報告主体が支配している経済的資源」（『構成要素』第 4
項）
16支配とは、「所有権の有無にかかわらず、報告主体が経済的資源を利用し、そこから生み出される便益
を享受できる状態」（『構成要素』脚注（2））
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して、契約の締結時点で会計上の認識対象とするのが契約会計である。契約会計を是認す
るならば、人的資産の計上は、雇用契約終結時点において可能となる。
また、リース会計や退職給付のような契約会計も現在の会計では認められており、雇用
契約を終結した時点での人的資産の計上は可能ではないかと考える。
ⅲ.加藤[2006]による人間資産会計
加藤[2006]は、リース会計での資産や負債の範囲の拡大を背景に人材アウトソーシング
に適応するといったシチュエーションによる検討した。
(1)資産の認識
資産性が認められるのは、物的資源あるいは人的資源それ自体ではなく、それがもたら
す経済的便益に対してである。経済的便益を支配していることが資産の認識と直結するの
であって、発生源泉が物的資源なのか人的資源なのかが決め手になるわけではない。
(2)負債の認識
派遣労働契約権利と労働者派遣契約権利の資産性を認めたとき、複式簿記の原理からす
れば、その反対勘定、すなわち資産取得の対価をどう処理するかが問題となる。
リース会計基準ではノンキャンセラブル要件をもって継続的な支払義務の負債性を論
理化している。
派遣労働契約も労働者派遣契約権利もどちらも有期契約であり、終了事由は期間の満了
である。よって解除権を留保する特約がなければ、その契約は「原則的に解約不能」であ
る。
しかし、派遣先が解除権を留保している場合は、期間の満了を待たずとも、解除権の行
使によって契約を終了させることができるから、「原則的に解約不能」とは言えない。その
場合は、「実質的に解約不能」かどうかを検討することになる。
これについて、労働省の告示によれば、派遣先が中途解約するにあたっては、最低 30
日分以上の賃金を派遣元に賠償するように勧告している。しかし、「この指針の定めは、行
政法規に基づいて最低限守らなければならない水準を定めたものであるから、労働者派遣
契約で上記の定めを上回る賠償予定が許されることは当然」とされる。したがって、解除
権の行使にあたって、残期間の派遣料を支払うように求める約定があるとしても、違法性
はないと考えられるし、派遣元が自らの利益と労働者を保護するためにそうするのであれ
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ば、不自然・不条理でもない。その場合、派遣先が派遣料総額を支払うことは確実となる
ので、「実質的に解約不能」と言える。
人的資源会計は、手間をかけるだけのメリットをまだ見いだせていないこととヒトその
ものを財務諸表に載せることになるために反対意見も多いと考えられるが、人材派遣やア
ウトソーシングではヒトそのものではなくヒトの使用権を取引するために、リースと同様
の論理でオンバランスが可能ではないかと考えられる。
Ⅳ.角田[2010]による人間資産会計
角田[2010]は、野球チームやサッカーチームといったシチュエーションによる人間資産
オンバランスの検討を主として行っている。スポーツチームの場合は年棒性であり、自由
意思で退団することが難しい。また違約金もあり解約不能性が高いといえる。
私見ではあるが同じように年棒性で、解約不能性が高い要件が整っているデザイナーや
コンサルタントであれば、同じようにオンバランスの可能性は高いのではないかと考えら
れる。
角田[2010]では、自由意思での退職を主なオンバランスの障壁と考えている。資産の定
義として挙げられている「企業が支配し」という点で、人的資源の場合は個人の自由意思
で退職しうる点が問題と考えられているのであろう。しかしこの点に関しては、契約に基
づき実態として自由意思で退職しえないプロスポーツ選手の場合には、IAS 上もその資産
の定義を満たしうると考えている。
プロスポーツ選手でも違約金を払えば退職できるといった指摘も考えられるが、フルペ
イアウトの要件に合致すれば、リース会計とのアナロジーにより資産計上が可能になる。
限られたシチュエーションではあるが、オンバランスの可能性を秘めていると考えられる。
また、「同様の理由から、特殊な経営上又は技術上の能力も無形資産の定義を満たすこ
とは少ない。ただし、その使用及びそこから予想される将来の経済的便益の入手が法的権
利により保護されており、またそれが定義の他の部分も満たす場合はその限りではない」
とあり、ここでは経営上のノウハウについても資産として認められる可能性を含んでいる
と考えられる。
第４項 人的資源のオンバランス化の検討
ヒトは、知識やノウハウを有していると考えられ無形資産とも考えられなくはないが、
権利やコンテンツと異なり多重利用(兼業)は困難であり、実態を伴う経済的資源であるの
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でここではむしろ有形固定資産に類似しているものとして考える17。有形固定資産が IFRS
や日本基準で資産としてオンバランスされるには、認識要件と資産の定義を満たしている
必要がある。
資産は①過去の取引または事象の結果②経済的便益③支配(コントロール)の要素を満た
す必要がある。また、認識要件は、①認識の契機と②取引の蓋然性の両方を満たすことで
ある。
ここではむしろ認識の要件に対し、詳細な規定を設けている IASB の概念フレームワー
クをもとに検討を行いたい。角田[2010]によると資産の認識にかかる具体的な要件は以下
の通りになる。
① 資産は、資産に起因する、期待される将来の経済的便益が企業に流入する可能性が高
く、かつ、資産の取得原価は信頼性をもって測定することができる、という場合にの
み認識しなければならない（IAS 第 38 号 par.21）。
②企業は、期待される将来の経済的便益の発生可能性を査定するにあたり、資産の耐用年
数にわたって存在するであろう一連の経済状況に関する経営者の最善の見積もりを表
す、合理的で支持しうる前提を基礎としなければならない（IAS 第 38 号, par.22）。
④ 産の使用に起因する将来の経済的便益の流入の確実性の程度を評価するため、企業は、
資産の当初認識の時点における入手可能な証拠に基づき、外部証拠により重点を置い
た判断を用いる（IAS 第 38 号, par.23）
角田[2010],P.51 によれば、認識時点で入手可能な証拠に基づいた判断は、たとえば将
来の経済的便益を測定するためのモデルが開発され、その計算要素が示されていれば可能
とも思われるが、人的資源に関しては、少なくとも現状でそのような状況にはないとして
いる。したがって「将来の経済的便益流入の確実性の程度を評価する」ことは困難である
としている。
では裏を返せば建物をはじめとするモノがもたらす経済的便益の確実性を評価するこ
とは可能なのだろうか。モノは企業ごとに将来キャッシュフローを見積もり、市場価格よ
りもその割引額の方が、大きかったため購入したと考えられる。しかし、実際に財務諸表
に計上される金額はその割引額ではなく取引価格である市場での価格である。これは自己
創設のれんが実現してしまうためだと考えられる。またその見積もりの信頼性は担保され
ていない。このように対価という客観的な価格によって測定されるのであれば、ヒトもモ
17 知識やノウハウを切り離しにくく無形資産と有形資産の複合体とも考えられるが、知識やノ
ウハウは暗黙知であるため有形固定資産に類似するものとした。
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ノもどちらも経済的源泉という理由で、ヒトも支払う給与や取引価格によってコストアプ
ローチで計上されるべきではないか。ヒトも、なんらかの経済的便益を企業にもたらすと
想定されて雇用契約しているだろう。つまり、製品やサービスを製造する前段階でビジネ
スの準備段階で経済的便益が流入するという確実が備わっていない場合にも市場で売買さ
れている金額で資産として認識される。経済的便益の観点では固定資産に従えば、人間資
産もオンバランスは十分に可能だと考えられる。
日本では、その経済的便益の蓋然性は、一定水準程度の発生可能性が求められているだ
けで、確実性は要求されていない。むしろ、確定した事実のみに依拠した会計処理は有用
でないとみるのも、伝統的な考え方として存在していることに言及している(『財務会計の
概念フレームワーク』『財務諸表における認識と測定』6 項,7 項参照)。また経済的便益の
期間の及ぶ範囲までは求められていない。
資産の定義における支配の要件18は、所有権が求められているわけではなく、実質的に
報告主体に帰属し、その経済的便益が享受できる状態であれば備わっていると考えられる。
それが具体的にどの程度求められるかについての記述はない。支配の要件自体は、所有権
を持たない資産も対象にしていることが分かる。ただし所有権なしで計上されている資産
は会計的資産を除き、存在していない。
ここで実際には、所有権が移転していない資産を、認識しているリース会計について確
認したい。所有権を持たず、資産をオンバランスしているリース会計では、物的所有に伴
うリスクと便益のほとんどすべてが、その本来の帰属者(所有者)であるレッサーから、実
際の使用者であるレッシーに移転した場合に、資産を認識している(加藤[2006],P.48 参
照)。ここから考えて、ノンキャンセラブルといった負債側から資産を報告主体に帰属させ
ていることが考えられる。この場合も実質的に所有権が移転しているという点で、資産と
して計上する範囲は拡大していないと言える。
よって人間資産をオンバランスするには、所有権ではなく使用権まで拡大される必要が
あり、資産の支配要件を満たすにはノンキャンセラブル要件が必要となってくると考えら
れる。
角田[2010]では現在認められている会計基準の範囲内での検討が行われ、自由意思で退
職できるヒトに実質的に退職できないシチュエーションであれば資産の支配の要件を満た
18支配とは「所有権の有無にかかわらず、報告主体が経済的資源を利用し、そこから生み出さ
れる便益を享受できる状態」（討議資料『財務会計の概念フレームワーク』『構成要素』脚注(2)）
とある。
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し、オンバランスできるとしている。具体的には契約に基づき実体として自由意思で退職
しえないプロスポーツ選手を例に挙げている(P.51 参照)。
ヒトをオンバランスする中で主に障害となるのは、「支配」の概念であると考える。
ヒトは自由意志で退職することができ、企業が従業員の意思に反し売買することが困難
であるため今、認識測定で要求されるレベルでの支配が及んでいるとは考えづらい。しか
し、実積による予測は企業会計では退職給付会計や資産除去債務の分野で行われており、
予測計算によるある程度の支配の要素を担保しつつ人間資産の額を計算することができる
のではないか。また前述したように野球選手やプロサッカー選手やデザイナー、専属モデ
ルなどは自由意志で退職することが制限されているため、ある程度の支配を保っていると
考えられる。
このように資産側からみたオンバランス要件には、人的資源がオンバランスされない明
確な根拠がないように考えられる。よって人的資源がオンバランスできない理由は負債側
の会計処理か、意思決定有用性の要素にあると考えられる。
第５項 リース会計に基づく人間資産計上の可能性
リース会計の分野では、資産として計上する範囲を拡大して検討している。所有権とい
うモノを法律的に所有していることによって認識されていた資産が、そのモノを使用し便
益を得ることができる権利（使用権）を資産として認識しようとしている。所有権という
によってモノと異なりオフバランスとされてきたヒトにとって、この使用権資産の概念が
オンバランスの障害を越える一つの要素になると考えられる。
また使用権モデルの中では、リースの期間の見積もりに際して、解約不能期間を含まず、
契約時にリース期間が発生する可能性が 50%を超える最長の期間(more likely than not)
で計上することが検討されている（秋葉[2011]）。負債性の要であったノンキャンセラブル
要件が揺らいでいることが伺える。使用権モデルが仮に認められれば、人間資産の財務構
成要素の概念的な問題はクリアされるだろうと考えられる。
第３節 使用権モデル自体の検討
第１項 伝統的アプローチとニューアプローチの比較
ⅰ.オンバランスの論理
(１)伝統的アプローチ
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伝統的アプローチでは、割賦販売のアナロジーによって、資産と負債が認識される。負
債は支払うべき将来の支出であり、負債側から決定しその金額が資産として認識される。
負債は、ノンキャンセラブルが要件とされている。資産は、モノに関する所有権であり、
所有権が移転しないものは認識しない。
ただし、歴史的には会計基準の穴をくぐり、オフバランス化し資産の活用効率を高める
行為が繰り返されたので、実質的に割賦販売だと認められるものは、上記と同等に扱う要
件を設置した。日本では現在価値基準と経済的耐用年数基準によって定量的な形での要件
が整備されている（加藤[2006]参照）。
(２)ニューアプローチ
ニューアプローチでは、資産を、それが使用することで便益を獲得することができる権
利という考え方である。資産を制限なく使用するには、この取引がノンキャンセラブルで
ある必要がある。ノンキャンセラブルでなければ、借り手側にリスクは移転しないからで
ある。この考え方にはアナロジーは存在せず、オフバランスになっている本来は計上すべ
きファイナンスリースを計上し、貸借対照表にリスクを顕在化させる目的のもとで行われ
ていると考えられる。加藤[2006]にある、現在の基準で行われている注記による開示で投
資家の意思決定に誤解を与えていないかといったリサーチを行っていることからも、うか
がえる。
このノンキャンセラブル要件を乗り越えるために、IAS では負債の範囲を拡大しようと
している。解約不能期間を含まず、契約時にリース期間が発生する可能性が 50%を超える
最長の期間(more likely than not)で計上する提案がなされている。
またリース会計の金融商品の側面を捉えて、財務構成要素アプローチで取引を捉えるこ
とでオフバランスとされていた取引をオンバランスしようと試みているようである。
ニューアプローチは、投資家の意思決定有用性を追求した形であり、他の基準との内
的整合性が取れているのかといった問題がある。リース分野での会計基準の論点は、意思
決定有用性と内的整合性のトレードオフの関係の問題であるといえる。
第２項 使用権モデルの問題点
使用権モデルの問題は、負債の範囲の拡大であるといえる。50%を超える最長の期間
(more likely than not)で計上することで、ノンキャンセラブル要件を取り払うことで、す
-59-
べてのリース取引をオンバランスすることを目標としている。ここに３つの問題がある。
１つ目の問題は、この 50%を超える最長の期間(more likely than not)で負債を計上する
ことで使用権モデルがそもそも使えない状況を作り出しているといえる。使用権資産にお
ける支配の概念はノンキャンセラブルによって、成立しているのである。使用権は、物件
の使用がもたらす経済的便益を支配しているか、また、その支配を継続させるために経済
的義務を負っているかという観点によって、資産になりうるのである。この観点が確実視
される期間を示すものとして、リース解約不能性がオンバランス基準となる（加藤
[2006],P.118 参照）。つまり、負債の要件を甘くしたことで、使用権を資産として認識する
ことができず、論理的に破たんしているといえる。
２つ目の問題は、内的整合性の問題である。リース会計ではノンキャンセラブルという
要件を軸に、負債を認識していた19。フルペイアウトなどの要件を加え、取引の実行可能
性をもとに概念フレームワークにある支払義務という負債の要素を満たしていた。
では 50%を超える最長の期間(more likely than not)で負債を見積もり計上した場合を
考えてみよう。その見積もりの 50％が逆に触れた場合、負債を取り崩し、利益を認識する
ことになる。第三者との取引もなく、自らの見積もりだけで利益を出すことが可能であり、
利益操作が可能になるとも考えられる。
３つ目の問題点は、この会計処理が他の会計基準に及ぼす影響である。この会計処理が
認められれば内的整合性の観点から、このほかの負債のオンバランスの場面でこの予測を
行う必要が出てくると考えられる。そうなれば、企業に強いる負担は増加し、市場でも認
められないものになるだろう。
第３項 リース会計におけるオンバランスの有用性
前項（第２項 使用権モデルの問題点）において現在 IFRS において検討されているニュ
ーアプローチにおける使用権モデルによるオンバランス化処理には問題があると判断した。
オンバランス化しないとなると、どのようにオフバランスされている負債を顕在化させる
ことができるだろうか。オンバランスを回避する目的で、意図的に調整されたオペレーテ
19 負債は①法律上の債務と、②法律上の債務ではないが、債務と同じく、将来、資産が減少し
または役務を提供することを必要としたものとに大別される（飯野[1993]9-2 抜粋）ここでは、
②のいわゆる会計的債務にあたる。
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ィングリース（以下 OL）の未経過リース料が開示されれば20、その負債性を加味し、財務
の健全性に反映することで適切な信用リスクや資産の効率化の算定につながるといえる。
加藤[2006]には、実際 OL が注記される以前の FASB のレポートで、投資家はオフバラ
ンスされているリース負債を織り込んで企業を評価できるかといった調査の結果がある。
その結果によれば、当時は、オフバランスの負債を考慮して企業を判断していないことが
分かる。まず投資家にはオフバランスになっている OL にはノンキャンセラブルでないに
せよ、信用リスクを低下させる負債が少なからず含まれていることを周知する必要がある
だろう。それが済んだとして会計上の問題に触れていきたい。
現在行われているレッシーの会計処理は、オフバランスの OL の注記が求められている21。
この注記によれば、OL のリース料総額を知ることはできる。ただ割引率や、OL のリース
期間は開示されていないため、リース債務総額の現在価値を推定して求めなくてはならな
い。注記を充実させることにより割引率や OL のリース期間が開示されれば、より正確な
有利子負債に加算するリース推定債務総額を計算することができる。その際には、なぜ注
記にとどまっているか、投資家に確定した負債ではないことを知らせる必要があると考え
られる。
T.コープランド[2001]では企業価値評価にあたり OL の支払利息と考えられる部分を営
業費用から支払利息に振り替え、元本部分と考えられる値の有利子負債を計算している22。
現在では会計の理解が進み、現在の注記でも間に合っている可能性も高い。いずれにせよ、
リース会計の開示はオンバランスではなく、注記による開示で対応すべきだと考えられる。
第４節 使用権モデルによる人間資産会計の検討
第１項 使用権モデルのオンバランス論理構造
（1）資産の認識
リースにおいては、リース期間にわたって原資産を使用する権利を表す資産の計上が検
討されている(リース論点整理 12 項)。
21 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料は、貸借対照表
日後 1 年以内のリース期間に係るものと、貸借対照表日後 1 年を超えるリース期間に係るも
のとに区分して注記する。ただし、重要性が乏しい場合には、当該注記を要しない。（リース
取引に関する会計基準 22 項）
22伊藤[2001]P.166
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前述した資産概念である経済的便益流入の蓋然性については、リースにおける使用権と
同様に、ヒトもすでに満たしていると考えていいだろう。ここで問題となってくるのは「支
配」の概念であり、リースの解約が不能であるならば、その使用を通じて便益を得る権利
はその企業に帰属すると考えられるため、支配要件を満たし資産として認識されることに
なる。つまり、ノンキャンセラブル要件に依存していると言っていいだろう。
（2）負債の認識
リースにおいては、原資産を使用する権利と交換にリース料を支払う義務を表す負債の
計上が検討されている(リース論点整理12項)。
ここで使用権取得説の代表的な論者の見解をみてみると、「使用権取得説のオンバラン
ス範囲は「使用権の移転」であり、そのオンバランス基準はリースの解約不能性となる。」
（加藤[2006],P.111 抜粋）とある。
しかし、ノンキャンセラブルの要件があっては、企業の財務状態を健全に見にみせるた
めに現在価値基準や経済的耐用年数を契約によって意図的に下げ、オンバランスを回避し
ているリース資産をオンバランス化できないので、解約不能期間を含まず、契約時にリー
ス期間が発生する可能性が 50%を超える最長の期間(more likely than not)で計上するこ
とが検討されていると考えられる。
第２項 人間資産会計における減価償却の検討
まず人的資源の償却の方法について触れたい。ヒトもモノと同様に①定額法や定率法を
使う方法や②支給額に対応させる方法、③業績に連動させる方法などが考えられる。モノ
の場合、経済的実態に則した方法で償却が行われるが、必ずしも収益との対応が図られて
いるわけではなく、あくまで費用を期間配分するという計算的な要請から行っていると考
えられる。人的資源も同様の考え方で償却すれば問題ないのではないか。ヒトが生み出す
収益との対応から考えれば、②支給額に対応させる方法が適切ではないかと考えられる。
この場合は、「販売費および一般管理費として処理する場合と比べ何が異なるのか」と
いう意思決定有用性に関する別の論点が生まれる。
ここで気になる点は「ヒトが経済的に減価するのか」である。モノの場合は、技術的に
も物的にも陳腐化するのが想像にたやすいが、ヒトは知識や技術を会得し常にアップデー
トしていく。よって減価償却のような費消という考え方が適合しないのではないかとも考
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えられる。しかし、「減価償却は、適正な損益計算を行うために、一般に認められた所定の
方法により、計画的・規則的に実施されなければならない（連続意見書三第一一）。」とあ
るように、減価償却はもともと経済的減価を反映するという性格ではなく利益を平準化す
るといった計算的な性格が強く、減価償却することに問題はないと考えられる23。
なお、規則的な減価償却をせずに退職を機に一括費用処理する方法も考えられるが、適
切な損益対応が行われないためこの方法は適切な会計処理とは考えにくい。
第３項 人間資産会計における減損会計の適用
ここで減損のケースを考えてみよう。減損とは収益性の低下により投資額の回収が見込
めなくなったものを財務諸表に反映するために行う会計処理である。
しかし、人間資産の場合には、なんらかの原因による能力・能率の低下があれば、日常
的に給与が減額される。結果として将来給与の額が減ると考えられ、負債の減少を通じて
利益が発生する。他方、資産は、負債側から客観性を与えられてオンバランスしているた
め、負債の減少による利益と同額の資産を減少させ、損失を計上することになる。この場
合、損益は相殺されるため資産と負債が減少するという仕訳が起こることになる。減損の
認識のためのトリガーという概念が適応しないことがあげられる。
また逆に、何らかの理由で給与が増加した場合、債務が増加し資産が、認識される。そ
うすると、減損の戻入のような処理が行われることになる。現存の戻入は、IFRS でのみ
認められている会計処理であり、しかも取得主義の範囲内で認められているだけである。
つまり、現在の会計基準の枠組みの中にある減損という会計処理が適応しないことになる。
次に、仮にヒトの減損という会計処理が認められたとして、減損の手続を考えたい。会
社のビジネスモデルが陳腐化し給与が減少した場合を想定したい。企業は、営業などで直
接収益を稼ぎだす人材、経理や人事などのスタッフという間接的に収益に貢献する人材で
成り立っている。営業であれば、直接の営業成績から割引前将来キャッシュフローを見積
もり、簿価と比較することになるだろう。スタッフ組織に従事する人材は、直接収益を上
げることは考えにくいので、あるビジネスにグルーピングし、その中で、減損の手続きを
23 同意見書に「なお正規の減価償却は有形固定資産減価の配分手続きであり、その資産の能率
価値を測定するためのものでもまた売却価値を測定するためのものでもない。」ともある。
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踏む必要がある24。ただし、組織によっては、その人材の裁量が不明確である場合や、職
域が多岐にわたることも考えられるため判断が難しい場合も想定される。そういった点か
ら減損会計を適用することは、計算手続上煩雑であり、企業に負担を強いるため、コスト・
ベネフィットの観点から否定されることも考えられる。
またビジネスの業績が悪化した場合に、給与が低下しない場合も考えられる。もし、グ
ルーピングによって減損を認識する場合に、ヒトには減損損失を配分しないことになる。
将来の支払額が確定していない点で、投資の回収が見込めなくなる状態が想定できなくな
っている。
現在の会計基準で認められている会計処理が、そのまま適合できないことが、オンバラ
ンス化には障害となっていると考えられる。
第４項 人間資産会計における債務の予測計算の是非
現在の会計基準では、退職給付会計を始め、資産除去債務等の分野で債務の予測計算が
行われている。予測計算は、社会的な要請によって会計基準が成立し、その経済事象の測
定方法に代替がきかないために行われているものだと考えられる。人間資産会計の必要性
が社会的に認められれば予測計算は可能であると考えられる。
前述（第４節 第１項 使用権モデルのオンバランス論理構造）したように、使用権モデ
ルで検討してみても、人間資産は負債側のオンバランス根拠を示すことが難しいと考えら
れる。しかし、退職給付に債務のオンバランス範囲の拡張がみられる。予測計算では、実
績によって計上することで ノンキャンセラブルと同程度の支払義務を認識していると考
えられる。
「IAS 第 19 号 BC13 項(a)では、給付建制度における退職給付の支払と引き換えに、従
業員が勤務を提供した時には債務が生じるものとし、したがって、IAS 第 19 号 69 項では、
給付の権利が確定していない（not vested）場合でも（言い換えれば、給付を受領する従
業員の権利が将来の雇用を条件にしていても）、推定的債務が存在するとしている。」(秋葉
[2011]P.194 抜粋)
ここにあるように支払義務が確定していない債務が、財務諸表に計上されていることと
なる。負債の定義とは、「負債とは、過去の取引または事象の結果として、報告主体が支配
24減損の測定額は、給与の減少額まで負担することになると考えられる。
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している経済的資源を放棄もしくは引き渡す義務、またはその同等物をいう25」とあり、
現在存在する支払義務であるため、この退職給付の基準は矛盾していることとなるが、実
際には従業員の労働力の費消が行われていることを根拠に負債として計上している。とは
いうものの、推定債務が含まれていることには変わりはなく、財務諸表の構成要素の曖昧
さをうかがわせる。
またリース ED でも同様の指摘があるが、支払利息は、割引計算を行うと結果的に出て
きてしまう。現状のアプローチにおいてファイナンスリース取引は金融取引と考えられる
ため、利息費用が生じることに違和感はないが、人的資源会計では毎月給与を支払うため
に時間価値がイメージしづらく、その意味も理解しづらい部分がある。
このように、現在の会計基準のもとでの会計処理に問題は山積していることが伺える。
ここにヒトをオンバランス出来ない理由があると考えられる。
第５節 企業価値評価の枠組みにおける人間資産会計
第１項 人間資産が損益計算書に及ぼす影響
人間資産がオンバランスされた場合とオフバランスの場合とを比較してみたい。人間資
産会計では第３章の自己創設無形資産で論点となった収益費用対応については検討を必要
としない。雇用時点で将来支払だろう給与の額でオンバランスしても、給与支出の額を各
期の費用としていれば、給与をオンバランスしない場合における損益計算書へのインパク
トと同一となると考えられる。
現在の会計基準では、人間資産の労働力への対価である給与は、即時費用化されている。
また当期の営業や効率化の成果は当期の売上や売上原価に表れている。その稼ぎ出した収
益に見合った給与が与えられると考えられる。成果を考慮し給与が翌期に増減することも
考えられるが、無視できる範囲であり、収益と費用の対応は図られているといえる。
第２項 人間資産会計が企業価値評価にもたらす影響
それでは、人間資産についての会計情報は、意味を持たないのだろうか。人間資産につ
いての会計情報が開示された場合については、どれだけの経済的資源が企業の生産活動に
投入されているか理解の促進につながり、ヒトによって多く収益を生み出しているコンサ
ルティング会社やシステムインテグレーターの会社の実際の ROA(総資産利益率)などが、
25 概念フレームワーク第３章 ５項
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適切な値に落ち着くのではないかと考えられる。
また負債サイドについてみてみれば、ヒトを雇用するということによって生じた将来の
給与の支払予定額がオンバランスされることになる。その負債に義務はないとも考えられ
るかもしれないが、収益を生み出している経済的資源の中心がヒトである場合や、早期退
社のための高待遇の条件を提示しなくてはならず、簡単にリストラすることは難しいので
はないだろうか。ましてや長期の雇用を想定しているのであれば、従業員を雇用すること
には支払義務が生じているとも考えられるのではないか。
正規雇用社員の解雇の難しさについては、労働契約法を確認したい(厚生労働省[2010]
参照)。バブル崩壊後にリストラが相次ぎ、国民の生活を守るために解雇制限が制定された
と考えられる。
解雇は、使用者がいつでも自由に行えるというものではなく、解雇が客観的に合理的な
理由を欠き、社会通念上相当と認められない場合は、労働者をやめさせることはできない
（労働契約法第16条26）とされている。すなわち、解雇するには、社会の常識に照らして
納得できる理由が必要である。 解雇の理由として、勤務態度に問題がある、業務命令や職
務規律に違反するなどといった労働者の落ち度が考えられる。一度の失敗で解雇にするこ
とはできないとされている。また労働者の落ち度の程度や行為の内容、それによって会社
が被った損害の重大性、労働者が悪意や故意でやったのか、やむを得ない事情があるか等、
さまざまな事情が考慮されて、解雇が正当かどうか、最終的には裁判所において判断され
る。
とくに雇用整理、リストラクチャリングについては下のように扱われる。
使用者が、不況や経営不振などの理由により、解雇せざるを得ない場合に人員削減の
ために行う解雇を整理解雇という。これは使用者側の事情による解雇であるから、次
の事項に照らして整理解雇が有効か否か厳しく判断される。
① 人員削減の必要性
人員削減措置の実施が不況、経営不振などによる企業経営上の十分な必要性に基づいてい
ること
② 解雇回避の努力
配置転換、希望退職者の募集など他の手段によって解雇回避のために努力したこと
26 第十六条 解雇は、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められ
ない場合は、その権利を濫用したものとして、無効とする。
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③ 人選の合理性
整理解雇の対象者を決める基準が客観的、合理的で、その運用も公正であること
④ 解雇手続の妥当性
労働組合または労働者に対して、解雇の必要性とその時期、規模・方法について納得を
得るために説明を行うこと
上記で確認したようにヒトを雇用することは企業経営のキャッシュフローを左右する
要素を持っている。それはつまり業績の変動であり、雇用することで変動幅が広がるとい
える。直接財務諸表に表れていないが、従業員が 100 人の会社と 10,000 人の会社では、
業績の変動リスクが異なると容易に想像できる。急には従業員を解雇することは困難であ
り、多くの犠牲を伴う。
以上を踏まえてヒトはなんらかの形で開示されるべき経済事象である。
第３項 企業価値評価の枠内での人間資産会計における意思決定有用性
正規雇用社員は労働法に守られており、簡単に退職させることは難しい。人間資産に係
る将来支払給与総額は使用権モデルを別にして負債の定義をみたさないが、利益を変動さ
せる営業リスクを増加させる原因であるといえる。将来利益を保守的に見積もるか、その
リスクの分だけ WACC に反映することで企業評価に与えることになる。人間資産の情報を開
示することが適切な企業評価につながるといえる。
これによりヒトを経済的資源として大量に投入している企業と固定資産を多く保有し
ている企業がある程度同じ土俵で企業評価できると考えられる。
「４章 第１項 自己創設無形資産オンバランスの影響」で登場した費用収益対応の問
題は考えないでよい。なぜなら、当期労働した分だけ収益が上がっており、それに対応し
て給与が支払われているからである。厳密に言うと昇給を考慮した場合、反映されるのは
翌期になり費用収益対応がずれることが考えられる。
ヒトを雇用することで支払いが予定される支出を開示することで、リース会計における
オンバランスのメリットと同様に、企業活動に潜むリスクを反映することができると考え
られる。支払が予定される支出を加味することで、負債比率や自己資本比率といった財務
指標にリスクが織り込まれ、格付けでの評価も異なってくると考えられる。（黒沢（1999）
P.149 参照）
またヒトの雇用を増やすことは利益の変動が大きくなる。給与という支出であるコスト
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△
人間資産 自己創設無形資産
○ 経済的便益流入 ○
支配 ○
○ 測定可能性 ○
× 対価の確定 ○
△ 格付け ―
△ 負債性の充足 ―
△ 会計処理 ○
― 利益平準化 ○
が増加し、損益計算書やキャッシュフロー計算書へのマイナスの影響が増える。しかし、
雇用した従業員が、力を発揮すればその成果は利益となって後にキャッシュ・インフロー
をもたらすといえる。ヒトを雇用することは営業のリスクを高めることにつながる。
企業価値評価においての格付けの影響は、WACC に反映され企業価値を減少させる。た
だし、本来であれば人間資産を増員することは業績良好や事業拡大のシグナルになるので
将来利益を高く見積もる要因になるはずである。しかし、そういった情報は IR 情報など
でしか公開されていないのが実情である。
ヒトをオンバランスすれば資産を増加させ、投資家が将来利益の予測を見積もることに
寄与すると考えられる。また、将来支払う予定の給与の開示は、格付けなどのレーティン
グ会社にとっても有用であり、債権者や投資家の保護の観点からも必要だといえる
第６節 人間資産会計についての考察
第１項 人間資産会計の問題点
人間資産についていままで考えてきたことを、この項でまとめたいと思う。図表を見て
ほしい。「５節 第３
項 企業価値評価の
枠内での人間資産会
計における意思決定
有用性」で見てきた
ように人間資産会計
では、そのヒトの雇用に対する影響を貸借対照表やキャッシュフロー計算書に見積もるこ
とは可能だといえる（測定可能性の充足）。次に構成要素の定義の充足を確認してみると、
資産性では、その支配や経済的便益は物的資源と同程度に備わっていると言える（資産性
の充足）。ただし、負債性を確認すると自由意思で退職することができ、将来支払うであろ
う支出は負債の定義には当てはまらないといえる。退職給付会計のように社会的な要請に
よって、意思決定有用性を考慮し負債を予測計算によって求められることが認められれば、
可能ではないといえるが、他の基準に及ぼす影響も大きいといえる（負債性の欠如）。
さらに会計基準間の内的整合性の視点からみると、ヒトとモノの性質の違いから減損や
償却を行うべきかという問題がある。減価償却が、損益計算を行うための費用配分とした
場合には問題は生じない。しかし減価という観点からみるとヒトのように減価のパターン
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が不明であり、価値も増加していくような資産は現在の財務諸表では認識されておらず、
内的整合性を考えると慎重にならざるを得ない。
しかし、人間資産会計は、資産負債の両建て計上に伴う、貸借対照表評価に影響を及ぼ
すといえる。「第２章 第１節第８項 企業価値評価のまとめ③」で触れたように、無利
子負債であっても、反対勘定である資産が計上されることで、営業リスクが増加し、信用
リスクに影響する。人間資産の情報が開示されることで、その企業の格付けを通して、企
業評価にも影響を与える可能性が考えられる（意思決定有用性の充足）。意思決定有用性に
ついては、「第５章 第３項 自己創設無形資産と人間資産の共通点と相違点 P.70」にて、
さらなる検討を行いたいと思う。
以上を考慮すると、とくに負債の定義の充足と測定信頼性の観点から負債として確定し
た金額を特定することが難しいため、オンバランスすることは難しい。
第２項 人間資産会計の今後の可能性
「第４章 第２節 第３項 先行研究の紹介」で触れたような加藤（2006）で検討されて
いる有限期間でのアウトソーシングや角田（2010）で検討されているプロスポーツチーム
による人間資産会計といった限られたシチュエーションでの人間資産会計であれば、オン
バランスしなければならない可能性は高いといえる。こういったシチュエーションでは、
有限期間の契約が想定されることや違約金や自由意思での退社は考えづらく、負債性であ
るノンキャンセラブルの定義が充足される。こういったケースでは投資家に対する情報開
示としてむしろ積極的にオンバランスしなければならない。
第１項で述べたヒトの及ぼす影響に関しては、推定の域を出ないものも多く含まれ、実
際に行われている企業価値評価とは乖離している。今後、ヒトへの投資と株価や利益との
つながりを実証研究によって確認し、その意思決定有用性を明らかにする必要がある。
第５章 まとめと今後の展望
自己創設無形資産と人間資産についてそれぞれ簡単に振り返った上で、その共通点と相
違点について確認し、内的整合性を考えたい。
第１項 自己創設無形資産について
自己創設無形資産は、支出先行型の資産であり、無形資産に区分される。それ自体は、
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技術やノウハウ、または権利に当たるので、売買することは可能であるだろう。よって経
済的資源の支配は確保されているといえる。将来の経済的便益流入の蓋然性については、
固定資産と同程度に備わっていると考えられる。費用配分は、固定資産における減価償却
と同様に、利益平準化の手段として認めることができると考えられる。
また IAS 第 38 号にある開発費の６要件のような将来の経済的便益流入の蓋然性を補う
トリガーを充実させることで、成果を見えづらくすることなく、利益を平準化することで、
将来の利益の見通しを良くする。つまり、企業価値評価に役立つ情報を開示することにな
り、意思決定有用性が備わった会計処理だといえる。
今後の企業経営を考えても、研究開発費の拡大は予測することができ、現在のように研
究開発費を即時費用化することよりも、資産化する方が意思決定に有用であるというメリ
ットがあるため資産化する意味はあると考えられる。
第２項 人間資産について
人間資産は、将来支出型の資産であり、有形固定資産に類似しているものと考えられる。
将来支出型であるため、負債との両建計上になり、負債の金額が決定されないと資産とし
て認識することはできない。資産側から定義に照らしてみると、ヒトを雇用する時はビジ
ネスの準備段階であり、有形固定資産に投資することと同様だと考えることができ、経済
的便益流入の蓋然性は備わっているといえる。ヒトは自由意志を持ち、自由に退職できる
ため人間資産に対する支配と負債性が欠如しているといえる。
人間資産をオンバランスするには、使用権モデルによって支配の要件をみたす必要があ
り、それにはノンキャンセラブルの要件を充足する必要がある。それには、有限期間のア
ウトソーシングや違約金などでフルペイアウト要件が充足され、実質的にノンキャンセラ
ブルだと判断されなければならない。よって、限られたシチュエーションにおいてのみ、
会計理論上認めることができると考えられる。
しかし、定年採用を前提としている場合など、ヒトに支払う金額の多さから企業の営業
リスクに与える影響も大きい。意思決定有用性が内的整合性以上に認められれば、負債を
退職給付債務と同様に予測計算によって求めることも可能になると考えられる。
人間資産の資産化の有用性は、無利子負債の認識による反対勘定の資産の増加による営
業リスクの増加を、資本コストに反映させることである。給与は販売費および一般管理費
として稼得した収益と同じタイミングで費用化されているため、利益平準化の問題は生じ
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ない。
第３項 自己創設無形資産と人間資産の共通点と相違点
（1）コストアプローチの観点について
自己創設無形資産と人間資産との違いは、前述したように、支出先行型か将来支出型と
いう点で異なる。自己創設無形資産は、支出が確定しその対価で資産として認識されてい
るので客観性が高く、コストアプローチが徹底されているといえる。
これに対して、人間資産は、支出があるわけではなく、将来支払うだろう
．．．
給与金額を持
って計上することとなるため、負債を予測債務のレベルまで拡張することが必要といえる。
現在の会計基準で、予測を活用する負債としては、退職給付債務や資産除去債務があるが、
この分野では社会的な要請があって、その経済事象が持つリスクを顕在化させるために限
定的に拡張されているといえるだろう。現在、リース会計でも負債の予測計算が検討され
ていたが、使用権モデルではノンキャンセラブルのもとに成り立っており、予測が含まれ
ると理論的な整合性をはかることができない。その点で、負債を拡張することは困難であ
る。しかし、リース会計でも懸念されていたリース資産および負債の財務状態や安全性に
たいする影響については、人間資産でも同様に考えられる。人間資産は有価証券報告書に
は平均給与と平均勤続年数が記載されているため、投資家は、今後発生するキャッシュフ
ローをある程度加味することができる。しかし、人間資産が財務諸表や企業評価に影響を
及ぼすという考え方は、まだあまり周知されていないようにも思う。そこで有価証券報告
書の従業員の状況という項目ではなく、財務諸表上の注記として記載することで、その重
要性を投資家に喚起することができるが、説明がなければ逆に投資家を混乱させる可能性
も否定できない。
このように、対価の客観性がある自己創設無形資産は、資産として認識し、対価の客観
性が備わっていない人間資産は、認識をせず、注記も行わないことが適切な会計処理とい
えるのではないだろうか。
どちらも時点の違いがあるにせよ、コストアプローチの考え方で計上していることに共
通点がある。自己創設無形資産にせよ、人間資産にせよ、その値上がり益が期待されてい
るものではなく、基本的には、企業活動を通じて収益を獲得していく事業投資であるとい
えるので適当だといえる。
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（2）資産の定義について
自己創設無形資産は、開発費のような６項目によって経済的便益の流入の蓋然性を確保
している。人間資産は、モチベーションによって、パフォーマンスの幅が広く変動性のあ
る経済的便益をもたらすといえる。その点で、どちらも経済的便益については、確保され
ていると考えられる。
資産の定義における経済的便益流入の蓋然性で現在必要とされている水準は、確実に収
益をもたらす投資である必要はなく、その準備段階のものも含まれるといえる。建物や材
料といった製品やサービスを製造する前の投資も資産として認識され、また製造原価など
は、経営者の将来収益を獲得するだろうという見積もりに基づいて資産化されているとい
える。よって、自己創設無形資産と人間資産は、この水準をクリアしていると考えられる。
ただし、製造原価ほど収益との結び付きが明確ではなく、その効果を及ぼす期間も特定
することは難しい。しかし、建物の減価償却に見られるように、有限期間で費用配分する
処理も会計慣行の中で当然にあり、その経済的便益が及ぶ期間の特定は求められていない
と考えられる。
支配の概念としては、自己創設無形資産は多重利用の可能性や技術やノウハウはヒトに
帰属するため、契約や申請によって企業にその便益が帰属するよう、所有を明確にする必
要があると考えられる。人間資産は、自由意志による退社が可能である限り、企業の支配
が及んでいるとは言い難く、使用権モデルによってのみ、支配を確認できる。ただし、使
用権モデルは、現在リース会計 ED によって検討中であり、また負債を 50%を超える最長
の期間(more likely than not)で計上することでその理論的な整合性を保てていないため、
支配を認識するのは、違約金などでフルペイアウト要件が充足され実質的にノンキャンセ
ラブルと判断されたような限られたシチュエーションで、認められる会計処理になると考
えられる。
（3）対価の確定・未確定について
自己創設無形資産は、支出先行型資産であるため、まず支出が先にあるので対価が確定
していると言える。よって外部証拠に基づいた、客観性が高い会計処理といえる。一方、
人間資産を、実績などをもとに計上することは測定可能ではあるが、ヒトという経済資源
の性質上、その額は負債とは言えない。リース会計では、ノンキャンセラブルの要件を満
たしているため有限期間の取引であるが、人間資産は、解約不能とは言い難く、半有限期
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間の取引となっている。
また退職給付会計の負債と比較してみると、退職給付では、労働の後払いとして、働い
た分だけ負債が計上されているが、人間資産会計の負債は、働いた分だけ償却が行われて
いる。つまり、認識と償却が同じタイミングで行われているため、負債とは言い難い。
（4）会計処理について
自己創設無形資産に関しては、IAS 第 38 号における開発費の６要件といったオンバラ
ンス基準によって、蓋然性を確保することでオンバランスされていることが検討されてお
り、明らかに資産として認識する範囲を拡大しようとする動きがみられる。ただし、コス
トアプローチでの測定や、有形固定資産といった経済資源と同様に利益を平準化すること
で意思決定に有用であると言え、今後の研究開発の重要性を考慮すると、意思決定有用性
を考慮しオンバランスする方向で検討することが必要であると考えられる。
一方、人間資産は、そのヒトという常にアップデートし、進化していく可能性を持って
いる性質から、減価償却を行うべきなのかという問題が考えられる。この場合も、減価償
却の意義は費用配分にあるため、問題にならないと本稿では判断した。
また、減損に関しては、営業などで直接収益を稼ぎだす人材、経理や人事などのスタッ
フなどヒトの企業への貢献はそれぞれであり、その働き方にあった減損の測定が考えられ
る。営業であれば、直接の営業成績から割引前将来キャッシュフローを見積もり、簿価と
比較することになるだろう。スタッフ組織に従事する人材は、直接収益を上げることは考
えにくいので、あるビジネスにグルーピングし、その中で、減損の手続きを踏む必要があ
る。ただし、組織によっては、その人材の裁量が不明確である場合や、多岐にわたるため
判断が難しい場合も想定される。そういった点から減損会計を適用することは、計算手続
上煩雑であり、企業に負担を強いるため、コスト・ベネフィットの観点から否定されるこ
とも考えられる。現在の会計基準で認められている会計処理が、そのまま適合できないこ
とが、オンバランス化には障害となっていると考えられる。
（5）意思決定有用性の観点について
自己創設無形資産では、費用を繰延し、耐用年数で均等に費用化することが考えられる
ため、利益平準化のメリットがあると言える。一方、人間資産には、オンバランスの有無
にかかわらず、給与である費用と売上といった稼得される収益は、同じタイミングで計上
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されているため、収益費用対応が図られていると言える。つまり、利益平準化は論点とな
らないのである。
さらに、本稿では、人間資産の格付けに対する影響を考察した。人間資産が計上されれ
ば、反対勘定である負債は計上されることにつながるので、負債比率や ROA といった安
全性や効率性を表す指標に影響を及ぼすことになる。しかし、そもそも人間資産会計の負
債は、いわゆるレベル３というような予測負債であり、本項の「（3）負債の定義について」
で確認したように、労働の後払いともいえず、現在または過去の取引の結果生じているも
のではない。
よって、このような予測負債が財務諸表に含まれた場合、投資家の意思決定を誤らせる
可能性があると考えられる。また、格付けでは、キャッシュフロー計算書の営業キャッシ
ュフローにて従業員の給与がキャッシュ・アウトフローとして計上されているため、その
リスクは格付けにおいてある程度加味されていると言える（松田[2002],P.23 参照）。また、
有価証券報告書の従業員の状況を見れば、将来支払うだろう従業員の給与総額が計算でき、
その情報と、企業の置かれている状況を考慮することで、ある程度営業へのリスクを加味
することができると考えられる。
つまり、人的資源会計の内的整合性と意思決定有用性を比較した際に、現行の会計処理
への不適合を超えるほどの情報価値を有していないと考えられる。
（6）結論
自己創設無形資産と人間資産は、どちらも知識や技術といったソフトの要素をもった資
産であるが、その性質は大きく異なっている。支出先行型と将来支出型では、対価の確定・
未確定によって、財務上の取扱いが異なってくることが理解できた。
人間資産は、現在の会計基準上、財務諸表構成要素の部分、会計処理の部分のいずれに
おいても、問題を抱えており、オンバランスさせるべきではない。企業価値評価に影響を
及ぼす格付けの観点からも検討を試みたが、すでに、そのリスクはある程度加味されてい
ることが考えられる。角田[2010]の想定するシチュエーションのように、人的資源におい
て実質的に解約不能な有限期間の取引が行われている場合には、会計処理の対象となって
くることが予想されるが、それ以外の人間資産を財務諸表に計上すべきではない。注記に
ついても、人間資産の将来支払うだろう給与総額は負債の定義に照らし合わせても合致し
ているとはいえず、投資家の意思決定を誤らせる可能性を考慮すると、注記すべきでない
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と考えられる。
今後、新たなビジネスが興り、財務諸表上、人的資源の重要性が認められ資産の計上す
る範囲が拡大した場合には、認められることも考えられる。また、人的資源に関する取引
において、雇用形態の変化によって負債性が確認されれば、財務諸表に何らかの形で開示
することが求められる可能性もあると考えられる。
自己創設無形資産では、意思決定有用性に関するメリットも確認でき、オンバランスの
可能性を持ち合わせていると考えられる。ただし、経済的便益の蓋然性の流入について共
通の認識を持ち合わせているとはいえず、オンバランス基準の内容の共通の理解が必要で
はないだろうか。
第４項 今後の展望
今後の企業経営では、製品そのものではなく、他の製品にない技術や機能といった差別
化によってその付加価値が決まってくる。その差別化を可能にするものが、研究開発であ
る。またサービスといったソフト産業が増え、ヒトという経済資源の重要性は高まってく
るのと考えられる。その経済事象を適切な形で投資家に映し出す鏡が財務諸表である。
会計基準の目的である、投資家の意思決定に有用な情報の開示することが、会計の存在
意義である。今後も引き続き変化していく企業活動や経済事象を反映していくものとなる
ため、検討を行っていくことが必要であると考える。
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